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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 第60期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 93,258 92,966 88,604 93,178 97,818 

経常利益 (百万円) 11,336 8,508 4,192 5,320 6,375 

当期純利益 (百万円) 2,691 4,207 5,074 1,230 3,699 

純資産額 (百万円) 179,954 175,668 172,457 174,734 182,038 

総資産額 (百万円) 204,637 199,812 196,055 210,499 216,048 

１株当たり純資産額 (円) 3,798.06 3,782.43 3,795.20 3,845.57 4,006.54 

１株当たり当期純利益金

額 
(円) 54.60 89.23 109.95 26.97 81.33 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 87.9 87.9 88.0 83.0 84.3 

自己資本利益率 (％) 1.5 2.4 2.9 0.7 2.1 

株価収益率 (倍) 60.6 25.6 26.7 111.2 37.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 7,132 14,587 5,076 10,107 8,969 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △6,831 △4,490 △5,936 △17,503 △6,789 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △7,914 △4,135 △2,901 2,285 △7,615 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(百万円) 63,485 68,094 61,864 58,153 54,410 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

6,676 

(149) 

6,336 

(274) 

6,590 

(406) 

6,561 

(395) 

6,242 

(168) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 第60期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 69,070 68,531 67,316 62,987 64,553 

経常利益 (百万円) 8,525 4,976 3,391 5,118 4,732 

当期純利益 (百万円) 1,221 1,925 5,374 1,738 3,218 

資本金 (百万円) 22,558 22,558 22,558 22,558 22,558 

発行済株式総数 (株) 47,386,739 47,386,739 47,386,739 47,386,739 47,386,739 

純資産額 (百万円) 149,340 146,441 148,833 148,589 151,595 

総資産額 (百万円) 163,514 161,109 161,311 162,493 171,329 

１株当たり純資産額 (円) 3,151.91 3,153.23 3,275.38 3,270.26 3,336.60 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

(円) 
36.00 

(23.00) 

46.00 

(23.00) 

46.00 

(23.00) 

46.00 

(23.00) 

46.00 

(23.00) 

１株当たり当期純利益金

額 
(円) 24.78 40.90 116.52 38.25 70.84 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 91.3 90.9 92.3 91.4 88.5 

自己資本利益率 (％) 0.8 1.3 3.6 1.2 2.1 

株価収益率 (倍) 133.6 55.9 25.2 78.4 42.9 

配当性向 (％) 143.6 112.1 39.5 120.3 64.9 

従業員数 (人) 1,900 1,715 1,703 1,643 1,669 



２【沿革】 
昭和23年２月 ラジオ受信用真空管の製造・販売を目的として、資本金195千円をもって千葉県長生郡茂原町

（現茂原市）に当社を設立。電子管工場を設置。 
昭和23年10月 東京支店（東京都千代田区）を設置し、真空管の販売を開始。

昭和37年２月 ラジコン機器の送信機・受信機の製造・販売を開始。

昭和37年10月 ユニーク精工株式会社の設備を買収ならびに従業員を採用し精機部を設置、プレス金型用部品の
製造・販売を開始。 

昭和40年３月 省力機器（商品名：エアフィーダ、オートリール）の製造・販売を開始。

昭和42年７月 モールド金型用部品の製造・販売を開始。

昭和43年１月 電卓の数字表示用として表示放電管の製造・販売を開始。

昭和44年５月 キーボード工場（千葉県茂原市）を設置し、キースイッチ等の製造・販売を開始。 

昭和45年５月 真空管の製造を全面的に中止し、蛍光表示管製造へ転換。

昭和47年９月 デジタル位置読取装置（商品名：パルスケール）の製造・販売を開始。

昭和47年11月 台湾に蛍光表示管の製造会社台湾双葉電子股份有限公司を設立。（現・連結子会社） 

昭和47年11月 大韓民国馬山市に金型用部品の製造会社韓国双葉精密工業株式会社を設立。（現・連結子会社）

昭和48年３月 大韓民国ソウル特別市に蛍光表示管、キーボードスイッチ等の製造会社世進電子株式会社を設
立。（現・連結子会社） 

昭和48年６月 米国に電子関連製品の販売会社フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカを設立。（現・連結
子会社） 

昭和50年12月 香港に蛍光表示管、キーボードスイッチ、金型用部品等の販売会社富得巴（香港）有限公司を設
立。（現・連結子会社） 

昭和54年６月 ドイツに蛍光表示管、キーボードスイッチ等の販売会社フタバ（ヨーロッパ）ゲー・エム・ベ
ー・ハーを設立。（現・連結子会社） 

昭和58年12月 台湾に生産器材製品の製造・販売会社台湾富得巴精模機材股份有限公司を設立。(現・連結子会
社) 

昭和60年４月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和61年12月 東京証券取引所市場第一部に指定。

昭和62年９月 キーボード工場の呼称を応用部品工場と改称し、キーボード等の製造に加えて蛍光表示管モジュ
ールの製造を実施。 

昭和63年７月 大韓民国仁川廣域市に生産器材製品の製造会社起信精機株式会社を合弁設立。（現・連結子会
社） 

平成３年５月 シンガポールに電子関連製品の販売会社フタバデンシ・コーポレーション（シンガポール）プラ
イベート・リミテッドを設立。（現・連結子会社） 

平成５年12月 模型用エンジンのトップメーカー小川精機株式会社を買収。（現・連結子会社） 

平成６年１月 中国深圳市に生産器材製品の製造会社富得巴精模（深圳）有限公司を設立。（現・連結子会社）

平成７年２月 フィリピンに電子関連製品の製造会社フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピンを設
立。（現・連結子会社） 

平成７年３月 米国に電子関連製品の製造会社トランス・トロン・リミテッド・インコーポレーテッドを設立。
（現・連結子会社） 

平成８年４月 タイに生産器材製品の製造会社フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー（タイランド）リミテッドを
合弁設立。（現・連結子会社） 

平成10年７月 台湾に電子関連製品の販売会社双葉開発科技股份有限公司を設立。（現・連結子会社） 

平成12年２月 米国に電子デバイスの開発を目的とした、アドバンスド・コントロール・テクノロジー・エルエ
ルシーを設立。 

平成13年６月 中国深圳市に電子関連および生産器材製品の販売会社富得巴貿易（深圳）有限公司を設立。
（現・連結子会社）また、中国上海市に電子関連および生産器材製品の販売会社富得巴国際貿易
（上海）有限公司を設立。（現・連結子会社） 

平成13年７月 ベトナムに生産器材の製造会社フタバ（ベトナム）カンパニー・リミテッドを設立。（現・連結
子会社） 

平成14年８月 中国北京市に電子関連製品の販売会社双葉電子科技開発（北京）有限公司を合弁設立。 

平成14年11月 中国恵州市に電子関連製品の製造会社双葉電子部品 (恵州) 有限公司を設立。（現・連結子会
社） 

平成15年３月 国内連結子会社の株式会社千葉エレコおよび株式会社八幡原エレコを解散。

平成16年10月 デジタル位置読取装置事業をサムタク株式会社に営業譲渡。

 平成17年９月  中国昆山市に生産器材製品の製造・販売会社双葉精密模具（中国）有限公司を設立。(現・連結
子会社） 

 平成18年１月  韓国の生産器材製造・販売会社三一メガテック株式会社を買収。



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（双葉電子工業株式会社）、子会社32社および関連会社３社

により構成されており、電子関連および生産器材等の製造・販売を主な内容とし、さらに各事業に関係する情報処理

その他のサービス等の事業活動を展開しております。 

 当社グループの各事業における位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、以下のとおりであります。 

(1）電子関連事業 

電子部品（主要製品：蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍光発光プリントヘッド、キーボード、スイッチ、

フィールド・エミッション・ディスプレイ） 

 当社、台湾双葉電子股份有限公司、フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピン、双葉電子部品(恵

州)有限公司、世進電子株式会社およびトランス・トロン・リミテッド・インコーポレーテッドが製造・販売

をしております。 

 また、フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカ、フタバ（ヨーロッパ）ゲー・エム・ベー・ハー、富得

巴（香港）有限公司、フタバデンシ・コーポレーション（シンガポール）プライベート・リミテッド、双葉開

発科技股份有限公司、富得巴国際貿易（上海）有限公司およびセジン・アメリカ・インコーポレーテッドを通

じて販売をしております。 

電子機器（主要製品：ラジコン機器、模型用エンジン、ロボット用機能部品） 

 当社および小川精機株式会社が製造・販売をしているほか、台湾双葉電子股份有限公司が製造をしており、

当社および双葉開発科技股份有限公司で仕入れて販売しております。 

 また、フタバ産業株式会社を通じて販売をしております。 

(2）生産器材事業 

精機（主要製品：プレス金型用部品、モールド金型用部品、プレシジョンプレート、省力機器） 

 当社、韓国双葉精密工業株式会社、台湾富得巴精模機材股份有限公司、起信精機株式会社、富得巴精模（深

圳）有限公司、フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー（タイランド）リミテッドおよびフタバ（ベトナム）カン

パニー・リミテッドが製造・販売をしているほか、金型用部品の製造を双葉鋳造株式会社へ委託しておりま

す。 

 また、富得巴（香港）有限公司を通じて販売をしております。 



以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）1.双葉精密模具(中国)有限公司は、平成17年9月に設立し、当連結会計年度末では未操業であります。 

  2.富得巴貿易(深圳)有限公司は、平成17年12月に解散しました。 

 3.セジン／サンキョー・コントロール・デバイスイズ・カンパニー・リミテッドは、持分法適用会社  

    であります。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所 
有割合又は 
被所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)      

双葉鋳造株式会社 千葉県茂原市 10 生産器材 100.0 

当社金型用部品原材料及び製品の一部を製造してい

る。 

なお、当社所有の土地・建物他を賃借している。 

役員の兼任等…有 

フタバ産業株式会社 千葉県茂原市 10 電子関連 100.0 
当社電子機器を販売している。 

役員の兼任等…有 

小川精機株式会社 大阪府大阪市 90 電子関連 100.0 
当社と共同で電子機器製品の開発を行っている。 

役員の兼任等…有 

台湾双葉電子股份有限

公司 ＊２ 
台湾省高雄市 

NT$ 

1,727,795千 
電子関連 

100.0 

(12.0) 

当社電子部品・電子機器を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

双葉開発科技股份有限

公司 
台湾省高雄市 

NT$ 

50,000千 
電子関連 

95.2 

(95.2) 

当社電子部品・電子機器を販売している。 

役員の兼任等…有 

台湾富得巴精模機材股

份有限公司 
台湾省中歴市 

NT$ 

188,000千 
生産器材 

100.0 

(100.0) 

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

世進電子株式会社 

＊５ 

大韓民国ソウル

特別市 

WON 

6,250,000千 
電子関連 60.0 

当社電子部品の販売と当社グループの電子部品を製

造・販売している。 

なお、当社所有の機械装置及び工具器具備品を賃借

している。 

役員の兼任等…有 

韓国双葉精密工業株式

会社 

大韓民国慶尚南

道馬山市 

WON 

3,642,470千 
生産器材 100.0 

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

起信精機株式会社 
大韓民国仁川廣

域市 

WON 

5,600,000千 
生産器材 70.0 

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

フタバ・コーポレーシ

ョン・オブ・ザ・フィ

リピン ＊２ 

フィリピンラグ

ナテクノパーク

PHP 

1,030,000千 
電子関連 100.0 

当社電子部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

トランス・トロン・リ

ミテッド・インコーポ

レーテッド 

米国デラウェア

州 

US$ 

6千 
電子関連 

100.0 

(100.0) 

当社電子部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

フタバ・コーポレーシ

ョン・オブ・アメリカ 

＊２＊５ 

米国イリノイ州
US$ 

9,926千 
電子関連 100.0 

当社電子部品を販売している。 

役員の兼任等…有 

富得巴（香港）有限公

司 
香港 

HK$ 

43,908千 

電子関連・

生産器材 
100.0 

当社電子部品・金型用部品を販売している。 

役員の兼任等…有 

フタバ（ヨーロッパ）

ゲー・エム・ベー・ハ

ー 

ドイツヴィーリ

ッヒ 

EUR 

511千 
電子関連 100.0 

当社電子部品を販売している。 

役員の兼任等…有 

フタバデンシ・コーポ

レーション（シンガポ

ール）プライベート・

リミテッド 

シンガポール 
US$ 

569千 
電子関連 100.0 

当社電子部品を販売している。 

役員の兼任等…有 

セジン・アメリカ・イ

ンコーポレーテッド 

米国カリフォル

ニア州 

US$ 

500千 
電子関連 

100.0 

(100.0) 

当社グループの電子部品を販売している。 

役員の兼任等…無 

双葉電子部品（恵州）

有限公司 ＊２ 
中国恵州市 

RMB 

186,267千 
電子関連 100.0 

当社電子部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

富得巴精模（深圳）有

限公司 
中国深圳市 

RMB 

145,021千 
生産器材 

100.0 

(100.0) 

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

双葉精密模具(中国)有

限公司 ＊２ 
中国昆山市 

RMB 

202,248千 
生産器材 100.0 

  

役員の兼任等…有 

フタバ・ジェイ・テ

ィ・ダブリュー(タイラ

ンド)リミテッド 

タイチャチュー

ンサオ 

THB 

90,000千 
生産器材 65.0 

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

 



 （注）１. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

＊２. 特定子会社に該当しております。 

３. 議決権の所有割合又は被所有割合欄の（ ）内は間接所有割合で内数であります。 

４. 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

＊５. フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカおよび世進電子株式会社については、売上高（連結会社相互

間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所 
有割合又は 
被所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)      

フタバ(ベトナム)カンパ

ニー・リミテッド 

ベトナムホーチ

ミン 

US$ 

9,000千 
生産器材 

100.0 

  

当社金型用部品を製造・販売している。 

役員の兼任等…有 

富得巴貿易（深圳）有限

公司 
中国深圳市 

RMB 

2,122千 
生産器材 

100.0 

(100.0) 

  

役員の兼任等…有 

富得巴国際貿易（上海）

有限公司 
中国上海市 

RMB 

1,655千 
電子関連 

100.0 

(100.0) 

当社電子部品を販売している。 

役員の兼任等…有 

(持分法適用関連会社)      

セジン／サンキョー・コ

ントロール・デバイスイ

ズ・カンパニー・リミテ

ッド 

大韓民国京畿

道龍仁市 

WON 

4,375,000千 
電子関連 

35.6 

(35.6) 
役員の兼任等…無 

主要な損益情報等 
フタバ・コーポレーショ 

ン・オブ・アメリカ 
  世進電子株式会社 

(1）売上高 12,265百万円 10,429百万円 

(2）経常利益 107百万円 247百万円 

(3）当期純損益 △423百万円 827百万円 

(4）純資産額 4,854百万円 4,545百万円 

(5）総資産額 9,128百万円 10,794百万円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者はおりません。 

２. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社および国内子会社には労働組合は結成されておりません。海外においては、韓国双葉精密工業株式会社、世

進電子株式会社、台湾双葉電子股份有限公司、フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー(タイランド)リミテッドおよび

フタバ(ベトナム)カンパニー・リミテッドの５社に労働組合が組織されております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電子関連事業 4,041(125)  

生産器材事業 1,877( 43)  

全社（共通） 324( －)  

合計 6,242(168)  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,669 41.2 19.3 6,628,202 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度の業績は、売上高が978億１千８百万円(前年同期比5.0％増)となりました。このうち海外売上

高は、米国市場向けは前期並みに推移しましたが、欧州・アジア市場向けが順調に伸展したことから579億６千

３百万円(前年同期比4.2％増)となり、国内売上高は398億５千４百万円(前年同期比6.1％増)となりました。収

益面では、営業利益は26億９千５百万円(前年同期比33.1％減)、経常利益は海外子会社の土地建物分譲益や為替

差益などにより63億７千５百万円(前年同期比19.8％増)、当期純利益は36億９千９百万円(前年同期比200.6％

増)となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 電子関連事業 

 電子関連事業では、蛍光表示管は、駆動用ＩＣを内蔵した高機能なＣＩＧ(チップ・イン・グラス)タイプ

が、車載用途を中心に大幅に伸長しました。なお、今後の受注増に対応するため、中国・広東省の蛍光表示

管製造子会社にＣＩＧ製造ラインを構築しております。海外では、米国市場の自動車向けは、米系自動車メ

ーカーの販売不振により、売上げは減少し、欧州市場では、音響機器向けが、携帯オーディオプレーヤーの

普及など視聴形態の多様化による影響から伸び悩み、自動車向けも低調に推移したため、売上げは減少しま

した。アジア市場では、自動車向けのカーオーディオ用が大幅に伸長しましたが、主力の音響機器向けや映

像機器向けが低迷したことから、売上げは減少しました。国内では、自動車向けが視認性が良く環境性に優

れることから、メインメーター表示や複合インフォメーション表示などの採用が増加し、売上げは好調な伸

びとなりました。映像機器向けは、ＤＶＤプレーヤー用途の受注が減少し、家電・音響機器向けの伸び悩み

などにより減少しました。こうしたことから、蛍光表示管全体の売上げは、前期を下回りました。 

 キーボードおよびスイッチは、欧州市場が低迷しましたが、主力のアジア市場向けが順調に推移したこと

から、売上げは前期を上回りました。 

 蛍光表示管モジュールは、海外市場向けで、事務機器向けのＰＯＳ用途が堅調に推移するなか、マルチメ

ディアＰＣ用途にも新たに採用されたことや、音響市場向けのグラフィック表示が増加するなど、売上げは

前期を上回りました。 

 ホビー用ラジコン機器は、海外において、主力の北米市場向けで、すぐに飛ばせるＲＴＦ(レディー・ツ

ー・フライ)と呼ばれる飛行機市場と、ＲＴＲ(レディー・ツー・ラン)と呼ばれる車市場の伸びが鈍化し、

売上げはほぼ前期並みとなりました。欧州・アジア市場向けは、欧州で回復基調が見られたものの、アジア

ではＯＥＭ販売が低迷したことなどにより、売上げは前期を下回りました。国内では、高い動作分解能と使

いやすさを追求した14チャンネルプロポ「Ｔ14ＭＺ」などの高級機プロポが前期並みに推移し、新製品の投

入により普及機プロポは好調な伸びとなりましたが、キットメーカー向けのＯＥＭ販売が市場在庫の調整な

どの影響により低迷したことから、売上げは前期を下回りました。こうしたことから、全体の売上げは前期

を下回りました。 

 産業用ラジコン機器は、国内において、データ伝送用途では、工場内の物流管理や無人搬送車両向けの双

方向ＳＳ通信で大きな伸びがなかったものの、無線テレコントロール用途では、主力のクレーン付き車両向

けを中心としたＯＥＭ販売が引き続き好調に推移したため、売上げは前期を上回りました。 

 模型用エンジンは、電動飛行機の急速な普及などの影響から、売上げは前期を下回りました。 

 以上の結果、当事業の外部顧客に対する売上高は593億９千７百万円(前年同期比0.6％増)、営業利益は１

億６百万円(前年同期比87.7％減)となりました。 



② 生産器材事業 

 生産器材事業では、国内金型市場は、景気回復につれて、大手メーカーが製品開発力や高度技術の海外流

出防止のため金型の内製化を進めるなか、高品質・高精度な金型を国内金型メーカーへ発注する傾向もあっ

て、回復基調が続いております。 

 こうしたなかで、プレス・モールド金型用部品、プレシジョンプレートにつきましては、国内において、

金型メーカーの加工領域の一部を事業領域として取り込み、付加価値をつけた製品を供給することにより、

業容の拡大をはかりました。そのため、千葉県長生郡長南町にある高精度な加工を可能とする専用工場にお

いて、「加工のフタバ」としての生産体制を整備しました。さらに、安定供給確保のため、全国に広がる協

力会社との連携を深め、生産体制の強化・充実をはかっております。 

 また、インターネット経由による発注や見積りができる「フタバオンライン」のリニューアルや、設計・

発注業務の効率をアップする電子カタログ「モールド図換」の機能を整備・拡大するなど、顧客ニーズにマ

ッチした金型の高品質・短納期の実現に向け、積極的な投資と生産・販売活動を展開しました。海外では、

ベトナムや中国・広東省深圳市の製造子会社などに生産設備を増強すると共に、アジアの各拠点において拡

販に努めた結果、中国・韓国を中心としたアジア市場向けが伸長し、国内市場も堅調に推移したことから、

全体の売上げは前期を上回りました。 

 なお、今後も大きな発展が予想される中国金型市場に優れた金型用部品を提供するため、江蘇省昆山市

(上海市近郊)に製造子会社を設立し、平成18年度の操業開始に向け工場建設を進めております。 

 以上の結果、当事業の外部顧客に対する売上高は384億２千万円(前年同期比12.6％増)、営業利益は25億

８千８百万円(前年同期比18.1％減)となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 国内において蛍光表示管では、自動車向けが視認性が良く環境性に優れることから、メインメーター表示

や複合インフォメーション表示などの採用が増加し、売上げは好調な伸びとなりました。映像機器向けは、

ＤＶＤプレーヤー用途の受注が減少し、家電・音響機器向けの伸び悩みなどにより減少しました。また、ホ

ビー用ラジコン機器は前年同期を下回りましたが、産業用ラジコン機器は前年同期を上回りました。 

 プレス・モールド金型用部品、プレシジョンプレートは堅調に推移しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は472億４千７百万円(前年同期比3.6％増)、営業利益は26億１百万円

(前年同期比19.3％減)となりました。 

② 米州 

 米州地域において主力の蛍光表示管では、米国市場の自動車向けが米系自動車メーカーの販売不振があり

ましたが、為替などの影響で売上げは増加しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は167億８千万円(前年同期比2.2％増)、営業損失はたな卸資産の償却

や貸倒引当金繰入額の計上などにより９億７千万円(前年同期は営業利益４千２百万円)となりました。 

③ 欧州 

 欧州地域において電子部品の音響機器向けが、携帯オーディオプレーヤーの普及など視聴形態の多様化に

よる影響から伸び悩み、自動車向けも低調に推移したため、売上げは減少しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は42億１千６百万円(前年同期比3.8％減)、営業損失は５千８百万円

(前年同期は営業利益２千５百万円)となりました。 

④ アジア 

 アジア地域において蛍光表示管では、自動車向けのカーオーディオ用が大幅に伸長しましたが、主力の音

響機器向けや映像機器向けが低迷したことから、売上げは減少しました。プレス・モールド金型用部品はア

ジアの各拠点において拡販に努めた結果、中国・韓国を中心に伸長し売上げは増加しました。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は295億７千４百万円(前年同期比10.5％増)、営業利益は10億７千２

百万円(前年同期比98.0％増)となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による収入の減少や有形固

定資産の取得、定期預金への預入、借入金の返済などによる支出により、前連結会計年度に比べ37億４千２百万

円(前年同期比6.4％減)減少し、544億１千万円となりました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は89億６千９百万円(前年同期比11.3％減)となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益60億１千万円、減価償却費63億９千万円と、法人税等の支払額14億６

千９百万円などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は67億８千９百万円(前年同期比61.2％減)となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出146億６千４百万円、定期預金の預入による支出97億７千９百万

円、投資有価証券の取得による支出39億１千１百万円と、定期預金の払戻による収入91億８千万円などによる

ものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は76億１千５百万円(前年同期は22億８千５百万円の資金獲得)となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入81億２千２百万円と、短期借入金の返済による支出81億２千万円、長期

借入金の返済による支出54億７千２百万円、配当金の支払額20億９千万円などによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。 

２. 金額は売価換算値で表示しております。 

３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 製品の性質上、原則として需要予測にもとづく見込み生産を主体としておりますので記載を省略しております。

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３. 最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当

該割合が100分の10以上の相手先が無いため、記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、経営基盤をグローバルに拡大・形成するなかで事業を展開しており、より激化する競争関係、

需要構造の変化などに立ち向かうため、国際的な視点に立った収益基盤の強化・充実と共に、顧客満足度に適合さ

せた高品質・高付加価値製品のタイムリーな市場投入により各事業の収益拡大をはかり、企業価値の向上を目指し

ます。 

 そのため、海外展開にあっては、電子関連事業では、中国・広東省にある蛍光表示管製造子会社に部品製造ライ

ンを新設し、一貫生産による中国ユーザーへの安定供給体制を確立すると共に、いままでにも増して需要構造の変

化や価格競争に柔軟に対応できる体制を構築してまいります。ホビー用ラジコン機器については、中国現地企業お

よび台湾子会社との３社合弁による子会社が中国での販売・普及を強化促進してまいります。さらに、生産器材事

業の金型用部品では、中国・江蘇省に設立した製造子会社が平成18年度には稼動を開始すると共に、中国・広東省

や韓国、ベトナム、タイにある子会社の製造設備を増強するなど、グローバルな生産体制の下での効率化を進め、

さらなるコスト低減を行ってまいります。 

 国内においては、次世代ディスプレイであるＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)は平成18年度か

らの量産開始に向け、国内の生産拠点に製造ラインの建設を進めております。 

 また、生産器材事業では、顧客の要望に応える短納期化および高精度化への対応可能な専用工場において、「加

工のフタバ」としての生産体制を整備・拡充すると共に、安定供給確保のため、全国に広がる協力会社との連携を

深め、生産体制の強化・充実による業容の拡大をはかってまいります。さらに、ネットワーク社会の進展にあわ

せ、ＩＴを駆使した受注・販売システムの活用を進め、製販連携による顧客密着型の事業展開をはかります。 

 研究・開発体制の面では、国内生産によっても充分に収益力のある新製品の開発が重要であると認識しておりま

す。そのため、業界の需要動向を的確につかみ、顧客が希求し、その価値を評価し得る製品の開発を目指すと共

に、次世代製品の開発にも注力いたします。これらを実現する上で、当社グループ内での研究開発にとどまらず、

会社の経営方針に適合した国内外のベンチャー企業などとの提携や有用な人材の確保を進めます。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

電子関連事業（百万円） 55,186 98.4 

生産器材事業（百万円） 36,069 114.7 

 合  計 （百万円） 91,255 104.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

電子関連事業（百万円） 59,397 100.6 

生産器材事業（百万円） 38,420 112.6 

 合  計 （百万円） 97,818 105.0 



 環境対応につきましては、地球環境の保全と継続的な改善が当社の責務であると捉え、地球環境に配慮する当社

グループの積極的な経営姿勢を表明するため、引き続き環境報告書の社外公表を行ってまいります。さらに、海外

に展開している当社子会社のＩＳＯ14001の認証取得を促進すると共に、グローバルに展開されている「グリーン調

達」などへの迅速に対応できる体制を構築し、業績向上と両立する環境経営の実践を進めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価および財政状況などに影響を及ぼす可能性のある主要なリスクは、以下のような

ものがあります。 

(1)  外国為替変動による影響 

 当社グループは、事業の積極的な海外展開により、当社関係会社を含めた海外との取引が増加しております。

当社の海外との取引は米国ドル建を主としており、そのため輸入に係る債務と輸出に係る債権のバランスに留意

すると共に、為替予約などによる為替リスクヘッジに努めております。しかしながら、急激な為替変動による為

替リスクが生じることがあり、当社業績と財政状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

(2)  品質に関する影響 

 当社グループは、最先端技術の導入および既存技術の高度化をはかりながら、新製品、応用製品を積極的に市

場に投入すると共に、ＩＳＯ／ＴＳ16949やＩＳＯ9001の認証取得を含む品質保証体制の確立およびレベルの高い

サービス体制の構築に努めております。その結果、多くの顧客に当社製品を購入して頂くことができました。し

かしながら、当社製品が技術製品であり、その用途が拡大するなどの原因によって、未知の分野や予期せぬ環境

での使用に伴う不具合品が発生するなどにより、当社業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3)  研究開発による影響 

 当社グループが属する事業分野は、技術革新の進展が激しく、これに対応するため積極的な研究開発投資と継

続的な研究開発活動を実施しております。また、この研究開発活動の成果を活用した新製品を早期に市場投入す

ることによって、当社が事業を展開する各製品分野において上位の市場シェアと高い利益率の獲得を目指してお

ります。しかしながら、研究開発費の過大化や、新製品の投入タイミングのずれおよび顧客ニーズとの不適合に

より、当社業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(4)  知的財産権に関する影響 

 当社グループは、製品の差別化と競争力強化のために、独自に開発した技術を特許権等として確保し、ノウハ

ウなどの営業秘密については、企業秘密管理規定により管理しており、それらを活用した市場競争力のある新製

品の開発に注力しております。しかしながら、これらの知的財産権の所有は、当社グループの競争上の優位性を

保証するものではなく、また、技術革新の進展は目覚しく、グローバルな競合の中で、第三者より知的財産権に

基づく権利の主張を受ける可能性は常に存在しております。また、営業秘密の予期せぬ流出により、競争力が低

下する可能性もあり、その場合、当社業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(5)  米国にある当社販売子会社の主要取引先のストライキによる影響 

 米国販売子会社の主要取引先(以下取引先という)が、昨年10月に米国連邦破産法第11条の適用をニューヨーク

連邦破産裁判所(以下裁判所という)に申請し、再建計画を推進中でありますが、取引先が労働協約の破棄を裁判

所に申し立てたことから、2006年５月にニューヨーク全米自動車労働組合(以下労組という)によって、取引先に

対するストライキを行使する権利が確立されました。そのため、裁判所が労働協約の破棄を認めた場合には、労

組がストライキを行使する可能性があり、当社および米国にある当社子会社の業績と財政状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

(6)  その他 

 当社グループは、高品質、高信頼性に徹したものづくりによる付加価値の高い製品をタイムリーに市場に投入

すると共に、積極的な原価低減を実施することにより、高収益体質の構築を追及しております。しかしながら、

当社が事業を遂行するにあたり、同業他社との競争、世界および当社販売地域における経済環境、取引先の経営

破綻、原材料の価格上昇、金融・証券市場、各国政府などによる規制、自然災害、戦争、テロ、感染症等の不可

抗力、国内外での人材確保など、場合によっては当社業績と財政状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

当社グループ(当社および連結子会社)は、「産業界に基礎器材を提供する」との基本理念の下に、当社の商品開

発センターが新技術・新製品開発を中心に研究開発活動を推進し、各事業部門では国内外の子会社と一体となり既

存製品の改良や、その応用展開のための製品開発および製造設備の自社製作までを含めた生産技術に関する開発活

動を行っております。また、グループ全体としての技術力向上と顧客の要求する高付加価値製品の開発に資する知

的財産の蓄積をはかると共に、大学との共同研究やベンチャー企業との共同開発にも積極的に取組んでおります。

（１）電子関連事業 

電子関連事業につきましては、蛍光表示管およびそのモジュール製品を中心とする電子ディスプレイ分野と、

ホビーおよび産業用途向けのラジコン機器分野を事業領域としており、それぞれの分野における研究開発活動

は、以下のとおりであります。 

① 電子ディスプレイ分野 

当分野では、顧客要求に対応すべく、高精細・高輝度化のための研究開発に注力するとともに、主要顧客

であるセットメーカーとのインターフェースを考慮したシステム製品への展開を図っております。駆動用 

ＩＣを内蔵し、セットへの実装を容易にしたＣＩＧ(チップ・イン・グラス)蛍光表示管では、国内外の半導

体メーカーとの共同により、周辺回路を取込んだＩＣの開発を進めました。マイコン内蔵のＣＩＧの開発に

も注力しております。高精細化については、256×128ドット(ドットピッチ0.25㎜)の16階調のグラフィック

蛍光表示管を開発し、車載用途での製品化を行いました。6万cd／㎡の超高輝度アクティブマトリクス方式に

よる蛍光表示管では、表示容量の増大を図ったグラフィック表示タイプの開発を進めました。さらにユーザ

側での使い易さを追求した５V単一電源駆動の蛍光表示管も開発しております。 

  ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)については、量産化に向けて、ライン構築を進めると

ともに、寿命、輝度特性の改善を図り、ＦＥＤの特徴を活かせるモノクロ、マルチカラー画像表示分野を当

面の対象市場として、用途開発に努めました。また、ＣＮＴ(カーボン・ナノ・チューブ)を電子源とするタ

イプのＦＥＤについても、引続き開発を推進し、特性改善に取組んでおります。さらに、環境負荷の低減を

図る材料開発や、工程の自動化等生産技術に関する開発活動にも継続して注力いたしております。 

② ラジコン機器分野 

ホビー分野では、業界初の高分解能、かつ高速応答を実現した14チャンネル新ＰＣＭ(パルス・コード・モ

ジュレーション)方式による模型ラジオコントロール用送受信システムの製品化に引続き、本技術の応用展開

として、下位モデルの製品化を行いました。また、産業用ラジコンで培った当社独自開発技術によるＳＳ(ス

プレッド・スペクトラム)通信方式をホビー分野にも取り入れ、安全性、信頼性及び応答特性に優れた送受信

システムの開発を進めております。さらに、小型、ハイレスポンスのサーボ機構や、モーター自体の新規開

発を含めたトルク力の向上を図ったサーボの開発を進めております。ホビー用のヒューマノイドロボットの

開発につきましては、制御ソフトウェアを搭載したＣＰＵボードやアクチュエーターをロボットフレームに

搭載し、性能評価を行いながら、ロボット用機能部品としての特性改善に努めました。 

  模型用エンジンについては、飛行機用途で大型から中型の４サイクルと中型の２サイクルエンジンの開発

を完了させ、市場投入を予定しております。車用では、12サイズ(排気量2.1CC)での頂点に立つ高性能小型エ

ンジンを開発し、発売しました。ヘリコプター用では、90サイズ(排気量14.76CC)大型エンジンの性能改善を

図っております。 

  産業用ラジコンにつきましては、ＳＳ通信方式による無線モデムの応用展開を図るべく、小型・省電力

化、長距離通信化、高速化へ向けての開発を行い、当期は、高速通信用の無線モデムや物陰にある機器との

通信を可能とする回り込み特性に優れた無線モデムを製品化しています。また、近距離通信用のフィーダー

無線システムの実用化や工場での出荷管理システムに応用可能なバーコード端末等も継続して開発を行って

おります。テレコントロール(無線遠隔制御)分野では、建設機械、農機具、各種油圧機器等それぞれの用途

に向けた装置の製品化を図りました。 

以上を含め、当事業における研究開発費は、34億２千万円となりました。 



（２）生産器材事業 

生産器材事業につきましては、「標準のフタバから加工のフタバへ」のコンセプトの下に、主たるユーザで

ある金型製造業者が金型製作に注力できるよう、金型を組込むために必要となるダイセットやモールドベース

に対する形状加工や穴加工を行う事業への展開を進めております。これらを実現する上で、前期に引続き、高

精度加工を可能とする加工技術の開発やＩＴを活用した生産ラインを構築すべく、ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの

構築に注力いたしました。 

 金型設計購買支援ソフトの「図換シリーズ」については、顧客側での使い易さを向上させるうえで、図形表

示の拡大／縮小機能の付加、簡易計測や計測結果の保存機能を拡充させる等の改良を行いました。中・長期的

には、「図換」ソフトとＣＡＤシステムとの連携を密にした金型製作システムの開発に取組んでおります。省

力機器につきましては、加工材料の送り長さと速度を、デジタル設定するだけで高速運転可能なＮＣグリップ

フィーダーを開発いたしました。 

 一方、それ自体当社の主要製品であるとともに、ダイセットやモールドベースの構成部材ともなるプレート

加工の分野では、フライス加工による高精度化を可能とするシステムの開発に取組みました。また、加工技術

の基となる切削工具については、効率向上を目指した最適加工条件の探求や再研磨技術の構築等にも取組んで

おります。 

 さらに、金型計測装置であるモールドマーシャリングシステムでは金型内の圧力計測に加え、温度計測を可

能とするセンサーの開発を行いました。 

以上を含め、当事業における研究開発費は、２億１千１百万円となりました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

 なお、本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針所存等の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出

日現在において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性あるいはリスクを含んでいるため、将来生

じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますのでご留意ください。 

(1)  重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準により作成されてお

り、詳細は当有価証券報告書 第５[経理の状況]１及び連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載し

ております。決算数値に影響を与える将来の見積り及び条件設定に際しましては、当社経営陣は将来の事業環境動

向および過去の実績等を合理的な分析手法、客観的データにて判断し、さらに当社の経営戦略を加味して策定して

おります。当社は特に収益の認識、貸倒引当金の設定、たな卸資産の評価、金融資産の時価評価、減損会計、退職

給付会計等に関わる会計方針が重要であると認識しております。 

(2)  当連結会計年度の経営成績の分析 

事業セグメント別売上高及び営業利益の状況 

電子関連事業の主力商品である蛍光表示管につきましては、厳しい市場環境により、音響・映像関連分野では売

価・数量ともに下落傾向が継続していますが、ＣＩＧ(チップ・イン・グラス)製品が発売以来、顧客の好評を得

て、当下半期においては13％の構成比を占めるまでに成長してまいりました。このため平均売価は前年同期比９％

上昇し、この結果、売上高は590億６千４百万円から594億１千２百万円へと増収となりました。営業利益につきま

しては、海外子会社における売掛債権の貸倒引当金計上、たな卸資産の償却等資産の健全化を促進しました結果、

８億６千５百万円から１億６百万円へと大幅減益となりました。 

 一方、生産器材事業において、国内では自動車の新車種生産用、デジタルメディア・ＩＴ関連製品用の高精度金

型の需要が引き続き好調となり、この需要に対応した加工度の高い高付加価値製品の供給体制を強化したことによ

り、売上高は341億３千４百万円から384億２千７百万円へと増収となりました。営業利益は減価償却費の増加、  

ＣＡＤ／ＣＡＭ対応コストの増加等により、31億６千２百万円から25億８千８百万円へと減益となりました。 

 
 

電子関連事業 
（百万円） 

生産器材事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

前連結会計

年度 

売上高 59,064 34,134 93,198 (20) 93,178 

営業利益 865 3,162 4,028 0 4,028 

当連結会計

年度 

売上高 59,412 38,427 97,840 (22) 97,818 

営業利益 106 2,588 2,695 0 2,695 

前年同期比 
売上高 100.6% 112.6% 105.0% － 105.0% 

営業利益 12.3% 81.9% 66.9% － 66.9% 



(3)  経営戦略の現状と見通し 

  当社グループにおきましては、上記経営状況を踏まえ、さらなる事業拡大を目指すべく、新製品・新事業の開発

を推進いたします。詳細につきましては、第２[事業の状況]１[業績等の概要]、３[対処すべき課題]、６[研究開発

活動]の各項目におきまして記載しております。 

国内においては、生産器材事業拡大のための重要施策として「加工のフタバ」の中心拠点である千葉県長生郡長

南町の追加加工専用工場において、技術ノウハウの蓄積と生産の効率化により、生産の体制固めが着実に進んでお

ります。さらなる技術力の向上により、高精度、高品質の製品を短納期で顧客に提供できるよう注力しておりま

す。 

 電子関連事業につきましては、次世代ディスプレイＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)の第１次

量産ラインは、市場の旺盛な設備投資の影響を受け生産設備の納入遅れがありましたが、今年秋口より量産を開始

する計画であります。また、産業用ラジコン機器では、ＦＡ用途に注力しており、ホビー用ラジコン機器では、新

分野としてロボット用機能部品等の新製品開発に傾注しております。 

 海外においては、電子関連事業では供給体制拡充のため、中国・広東省の蛍光表示管製造子会社に部品製造ライ

ンを増設し一貫生産体制を構築しました。さらに、自動車等のグローバルな生産環境変化に対応するため、ＣＩＧ

(チップ・イン・グラス)製品の生産体制の構築を推進しております。 

 生産器材事業では、中国金型市場に優れた金型用部品を提供するため、江蘇省昆山市(上海市近郊)に新工場の建

設を進め、期央の操業に向けての体制構築を進めております。さらに広東省深圳市の製造子会社などの生産設備の

増強をはかるなど、生産効率の向上と拡充に努めております。 

 当社グループは、積極的な設備投資、新製品開発の強化、生産・販売活動の効率化を推進し、不断の努力で業績

の向上に努めております。 

(4)  資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、第２[事業の状況]１[業績等の概要](2)キャッシュ・フローの状況において説明して

おります。今後とも積極的な事業拡大とそのための設備投資を計画的に推進していく所存であります。 

(5)  経営者の問題意識と今後の方針 

当社グループの経営目標は、第２[事業の状況]３[対処すべき課題]として、製品別の具体的方策を表明しており

ます。基本姿勢としまして、製品の多様化、ライフサイクル期間の短期化がますます加速されている現状におい

て、「産業界に基礎器材を供給し工業社会の発展に貢献する」という理念のもと、顧客要望に柔軟に対応可能な開

発・生産体制の構築を推進し、効率的な事業運営を最重要課題として認識し、今後一層の事業拡大を推進していく

所存であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社および連結子会社)は、国際的な視点にたった収益基盤の強化・充実と共に、顧客満足度に適

合させた高品質・高付加価値製品のタイムリーな市場投入を目的とし、設備の拡充・更新および研究開発活動等を

継続しております。 

 当連結会計年度におきましては、ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)の製造ライン建設を中心と

して、新製品開発、生産の合理化及びグローバル化に対応した海外生産拠点の充実などで総額189億７千５百万円

の設備投資を実施しました。 

(1) 電子関連事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、需要構造の変化や価格競争に対応すべく製造ラインの新設や、次世代表示装

置の開発、産業用ラジコン機器の新製品開発およびアジア地域生産拠点での高付加価値製品の安定供給体制の確

立、納期短縮、原価低減活動の継続等を目的として総額137億５千２百万円の設備投資を実施しました。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の売却、除却等はありません。 

(2) 生産器材事業 

当連結会計年度の主な設備投資は、中国の製造子会社の新設、アジア各拠点での積極的な設備の増強など、グロ

ーバルな生産体制の下での効率化や、顧客の要望に応える短納期化および高精度化へ対応するため、追加加工の専

用工場において生産体制の整備・拡充およびＩＴを駆使した受注・販売システムの構築を進め総額52億２千２百万

円の設備投資を実施しました。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数
（人） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

茂原工場他 

（千葉県茂原市他） 

注５ 

電子関連 

蛍光表示管・ＦＥＤ・

ラジコン機器等の製造

設備 

2,083 
1,569 

[2]

993 

(39)

[5]

4,587 

[2]
9,232 520 

長生工場他 

（千葉県長生郡） 

注６ 

生産器材 金型用部品製造設備 4,010 
4,176 

[1]

3,157 

(148)

[14]

482 

[24]
11,826 616 

明石工場 

（兵庫県明石市） 
生産器材 金型用部品製造設備 197 325 

589 

(17)
15 1,128 52 

本社・商品開発セン

ター他 

（千葉県長生郡他） 

注７ 

全社管理業

務・研究開発 
研究開発その他の設備 4,419 902 

8,819 

(378)

[21]

281 

[294]
14,423 481 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

小川精機株式

会社 

本社・工場 

（大阪府大阪市） 
電子関連 

模型用エンジ

ン製造設備 
158 523 

1,781 

(9)

99 

[10]
2,563 

114 

[9]



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品および建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は

含んでおりません。 

２．帳簿価額は連結財務諸表の数値で記載しております。 

３．従業員数の[ ]内は臨時従業員数であり、外数であります。 

４．土地記載欄の( )内は自己所有の面積を、[ ]内は賃借している面積を記載しております。 

５．土地の一部を賃借しております。なお、年間賃借料は５百万円であります。 

６．土地の一部を賃借しております。なお、年間賃借料は５百万円であります。 

７．土地の面積につきましては、国内子会社への貸与分を含んでおります。また、土地の一部を賃借しておりま

す。なお、年間賃借料は５百万円であります。 

８．土地を賃借しております。なお、年間賃借料は24百万円であります。 

９．土地を賃借しております。なお、年間賃借料は17百万円であります。 

10．土地・建物の一部を賃借しております。なお、年間賃借料は111百万円であります。 

11．建物・車両運搬具の一部を賃借しております。なお、年間賃借料は３百万円であります。 

12．土地を賃借しております。なお、年間賃借料は３百万円であります。 

13．土地を賃借しております。なお、年間賃借料は２百万円であります。 

14．機械装置及び運搬具およびその他には、ファイナンス・リース資産の期末残高相当額を[ ]で外書きしてお

ります。なお、その他のリース資産は、工具器具備品であります。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

台湾双葉電子股

份有限公司 

注８ 

本社・工場 

（台湾） 
電子関連 

蛍光表示管・

ラジコン機器

等の製造設備 

1,028 4,201 
－

[50]
184 5,414 1,597 

フタバ・コーポ

レーション・オ

ブ・ザ・フィリ

ピン 

注９ 

本社・工場 

（フィリピン） 
電子関連 

蛍光表示管製

造設備 
1,654 375 

－

[38]
84 2,114 679 

双葉電子部品(恵

州)有限公司 

注10 

本社・工場 

（中国広東省） 
電子関連 

蛍光表示管製

造設備 
740 2,004 

－

[70]
335 3,080 512 

世進電子株式会

社 

  

本社・工場 

（大韓民国） 
電子関連 

キーボード等

製造設備 
1,604 186 

254 

(23)
299 2,344 260 

起信精機株式会

社 

注11 

本社・工場 

（大韓民国） 
生産器材 

金型用部品製

造設備 
1,351 792 

1,194 

(26)
96 3,435 281 

富得巴精模(深

圳)有限公司 

注12 

本社・工場 

（中国広東省） 
生産器材 

金型用部品製

造設備 
771 1,008 

－

[31]
146 1,926 260 

双葉精密模具(中

国)有限公司 

注13 

本社・工場 

（中国江蘇省） 
生産器材 

金型用部品製

造設備 
－ 1 

－

[56]
1,976 1,978 16 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ(当社および連結子会社)の設備投資については、需要予測、生産計画、利益計画等を総合的に勘案し

計画しております。設備投資計画は原則的に連結子会社各社が市場状況を分析し独自に策定しておりますが、当社に

おいてグループ全体の調整をはかっております。 

 当連結会計年度末現在における翌年度の設備投資は82億円を計画しておりますが、その所要資金は主として自己資

金を充当する予定であります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 記載すべき事項はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
（百万円） 資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増加
能力 

総額 既支払額 着手 完了 

当社 

電子管工場他 

千葉県  

茂原市他  
電子関連  

蛍光表示管・

ＦＥＤ・ラジ

コン機器等の

製造設備  

2,100 1,300 自己資金 
平成16年 

12月 

平成19年 

３月 

既存製品に係

る生産能力に

与える影響は

ありません。 

当社  

長生工場他 

千葉県  

長生郡他  
生産器材  

金型用部品製

造設備 
700 325 自己資金 

平成17年 

５月 

平成19年 

３月 

生産能力への

影響は３％増

加 

双葉電子部品

(恵州)有限公

司他 

アジア地域 

中国他  

アジア地域  
電子関連  

蛍光表示管・

ラジコン機器

等の製造設備  

1,100 283 自己資金 
平成18年 

３月 

平成19年 

３月 

既存製品に係

る生産能力に

与える影響は

ありません。 

双葉精密模具

(中国)有限公

司他 

アジア地域  

中国他  

アジア地域  
生産器材 

金型用部品製

造設備 
3,700 2,211 自己資金 

平成18年 

３月 

平成19年 

３月 

生産能力への

影響は３％増

加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 (注) 自己株式の利益による消却に伴う減少であります。 

(4) 【所有者別状況】 

 (注)  １．自己株式1,952,446株は、「個人その他」に19,524単元、「単元未満株式の状況」に46株含まれておりま

す。 

なお、自己株式の株主名簿記載上の株式数と期末日現在の実質的な所有株式数は同一であります。 

２．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 196,099,900 

計 196,099,900 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,386,739 同左 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
－ 

計 47,386,739 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金増 
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成13年４月１日～ 

平成14年３月31日 

(注) 

△2,090,000 47,386,739 － 22,558 － 21,594 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 
単元未満株

式の状況 

(株) 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数(人) － 52 33 169 117 2 7,494 7,867 － 

所有株式数(単元) － 109,115 3,254 58,401 105,506 3 197,004 473,283 58,439 

所有株式数の割合

(％) 
－ 23.1 0.7 12.3 22.3 0.0 41.6 100.0 － 



(5) 【大株主の状況】 

 (注)  １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．当社は、自己株式1,952千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため、上記大株主から除外

しております。 

３．スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドから平成15年10月23日付で提出された大

量保有報告書により同日現在で2,422,900株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時

点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドの大量保有報告書の内容は以下のとおり

であります。 

大量保有者名  スプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッド 

住所      181 UNIVERSITY AVENUE，SUITE 1300 TORONTO，ONTARIO CANADA 

M5H 3M7 

保有株券等の数 株式 2,422,900株 

株券等保有割合 5.22％ 

 なお、発行済株式総数に対する株券等保有割合は5.11％であります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

財団法人双葉電子記念財団 千葉県茂原市大芝629番地 3,255 6.87 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,117 6.57 

細矢 礼二 千葉県茂原市 2,741 5.78 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーサブアカウ

ントアメリカンクライアント 

 (常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

155，BISHOPSGATE LONDON EC2M  

3XS，UK 

 (東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

2,270 4.79 

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 1,727 3.64 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,429 3.01 

シービーエヌワイサードアベ

ニューインターナショナルバ

ルファンド 

 (常任代理人 シティバン

ク・エヌ・エイ東京支店) 

101 CAMEGIE CENTER PRINCETON, 

NJ 08540 USA 

 (東京都品川区東品川二丁目３番14号) 

1,332 2.81 

ロンバードオーディエダリエ

ヘンチアンドシー 

 (常任代理人 三菱東京 

ＵＦＪ銀行 カストディ業務

部) 

11，RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211  

GENEVA SWITZERLAND 

 (東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 1,180 2.49 

衛藤 通彦 千葉県茂原市 1,069 2.25 

衛藤 捷己 千葉県茂原市 1,069 2.25 

鷲山 秀次郎 千葉県茂原市 1,069 2.25 

桜田 恵美子 千葉県茂原市 1,069 2.25 

計 － 21,333 45.02 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,117千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,429千株



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注)  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  1,952,400 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式  45,375,900 453,759 － 

単元未満株式 普通株式    58,439 － 
１単元(100株)未満

の株式 

発行済株式総数 47,386,739 － － 

総株主の議決権 － 453,759 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数(株) 

他人名義所有株
式数(株) 

所有株式数の合
計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

双葉電子工業株式

会社 

千葉県茂原市大芝

629番地 
1,952,400 － 1,952,400 4.12 

計 － 1,952,400 － 1,952,400 4.12 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主各位への利益配分を経営の重要課題の一つとして位置付けております。そのため、配当政策として

は業績の状況を勘案しながら、適正な利益還元を安定して継続実施することを基本とし、余剰資金利用による自己

株式の買入れ取得につきましても、株主への利益還元の一環として留意すると共に、長期的視点での経営基盤を強

固にする戦略的な投資資金需要などに備えた内部留保の確保も併せて行ってまいります。 

(注) 第63期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月15日 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)における市場相場であります。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)における市場相場であります。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 3,690 4,000 3,060 3,200 3,180 

最低(円) 2,550 2,150 2,200 2,380 2,630 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 2,865 2,840 2,835 2,790 3,130 3,180 

最低(円) 2,715 2,665 2,645 2,630 2,740 2,970 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

代表取締役 

会長 
 細矢 礼二 大正13年11月27日生 

昭和23年２月 双葉電子工業㈱設立 専務取締役 

昭和62年９月 代表取締役社長 

平成８年６月 代表取締役会長(現任) 

2,741 

代表取締役 

社長 
 桜田 弘 昭和22年12月２日生 

平成元年７月 電子管工場技術部長 

平成13年６月 常務執行役員 電子管事業部長 

平成16年４月 常務執行役員 電子部品事業部長 

平成16年６月 取締役 電子部品事業部長 

平成18年６月 代表取締役社長(現任) 

185 

代表取締役 

副社長 

電子機器事

業部長 
金綱 伸光 昭和21年２月20日生 

平成元年７月 応用部品工場モジュール技術部長 

平成６年４月 生産本部 無線機器部長 

平成13年６月 執行役員 電子機器統合部 無線機

器プロダクトマネージャー 

平成15年６月 常務執行役員 電子機器統合部長 

平成16年６月 取締役 電子機器統合部長 

平成16年11月 取締役 電子機器事業部長 

平成18年６月 代表取締役副社長兼電子機器事業部

長(現任) 

9 

常務取締役 
精機事業部

担当 
衛藤 捷己 昭和15年10月４日生 

昭和57年４月 睦沢工場長 

昭和58年９月 取締役 睦沢工場長 

昭和60年３月 取締役 精機工場長 

昭和62年８月 取締役 精機事業部長 

昭和62年９月 常務取締役 精機事業部長 

平成４年６月 常務取締役 営業本部海外担当 

平成５年６月 常務取締役 営業本部長代理 

平成８年１月 常務取締役 営業部門担当 

平成13年５月 常務取締役 精機事業部長 

平成18年６月 常務取締役 精機事業部担当(現任) 

1,069 

常務取締役 
業務管理部

長 
斎藤 和可 昭和17年８月29日生 

平成３年６月 ㈱千葉銀行 営業開発部長 

平成５年６月 当社入社 業務本部副本部長 

平成５年６月 取締役 業務本部副本部長 

平成８年１月 取締役 業務管理部長 

平成８年６月 常務取締役 業務管理部長(現任) 

1 

常務取締役 
商品開発セ

ンター長 
川崎 博明 昭和18年７月13日生 

平成５年４月 営業本部副本部長 

平成５年６月 取締役 営業本部副本部長 

平成８年１月 取締役 事業企画室副室長 商品企

画担当 

平成11年４月 取締役 商品開発センター長 

平成13年６月 常務取締役 商品開発センター長(現

任) 

27 

取締役 

相談役 
 衛藤 通彦 昭和13年８月９日生 

昭和57年４月 長南工場長 

昭和58年９月 取締役 長南工場長 

昭和60年３月 取締役 精機事業部次長兼精機営業

統括部長 

昭和62年８月 取締役 電子部品事業部長 

昭和62年９月 常務取締役 電子部品事業部長兼電

子部品営業統括部長 

平成元年６月 専務取締役 

平成８年６月 代表取締役副会長 

平成18年６月 取締役相談役(現任) 

1,069 

 



 (注)  １．代表取締役社長 桜田弘は、常務取締役 衛藤捷己および取締役相談役 衛藤通彦の義弟であります。 

２．取締役 早川恒雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

取締役 

相談役 
 西室 厚 昭和14年７月18日生 

昭和62年８月 電子管工場長 

昭和62年９月 取締役 電子管工場長 

平成元年６月 常務取締役 電子部品事業部長 

平成４年６月 常務取締役 生産本部長 

平成５年６月 専務取締役 生産本部長 

平成８年１月 専務取締役 生産部門総括 

平成８年６月 代表取締役社長 

平成18年６月 取締役相談役(現任) 

36 

取締役  早川 恒雄 昭和10年６月25日生 

昭和63年６月 ㈱千葉銀行取締役 地域開発部長 

平成元年６月 同行 取締役 

平成２年６月 同行 常務取締役 

平成５年６月 同行 専務取締役 

平成７年２月 同行 取締役副頭取 

平成９年６月 同行 取締役頭取 

平成14年６月 当社取締役(現任) 

平成16年６月 ㈱千葉銀行 取締役相談役 

平成17年６月 ㈱千葉銀行 相談役(現任) 

－ 

取締役 

経理・事業

会計グルー

プマネージ

ャー 

渡邊 勲 昭和20年３月21日生 

平成12年６月 ㈱日立製作所 情報通信統括本部次

長兼情報コンピュータグループ財務

部長 

平成13年４月 当社入社 社長付 

平成13年６月 取締役 経理・事業会計グループマ

ネージャー(現任) 

7 

取締役 
精機事業部

海外担当 
子野日 邦夫 昭和22年12月16日生 

平成９年７月 ㈱東京三菱銀行 北京支店長 

平成12年６月 東京三菱投信投資顧問㈱ 常務取締

役 

平成15年６月 当社監査役(常勤) 

平成17年６月 取締役 精機事業部海外担当 

平成17年８月 取締役 精機事業部副事業部長 

平成18年６月 取締役 精機事業部海外担当(現任) 

－ 

監査役 

〔常勤〕 
 潮田 資孝 昭和21年３月15日生 

平成９年６月 ㈱千葉銀行 取締役総合企画部長 

平成11年６月 同行 取締役監査部長 

平成12年６月 当社監査役(常勤) (現任) 

－ 

監査役 

〔常勤〕 
 阿部 正道 昭和23年６月２日生 

平成９年10月 ㈱千葉銀行 国際部長 

平成13年６月 同行 取締役国際部長 

平成14年６月 当社監査役(常勤) (現任) 

－ 

監査役 

〔常勤〕 
 角本 敬 昭和24年12月20日生 

平成９年10月 ㈱東京三菱銀行 熊本支店長 

平成11年２月 同行 ブラッセル支店長 

平成15年12月 新東工業㈱ 海外事業部担当部長 

平成17年６月 当社監査役(常勤) (現任) 

－ 

監査役  押尾 公人 昭和13年３月19日生 

平成元年６月 ㈱千葉銀行 取締役船橋支店長 

平成３年６月 同行 常務取締役 

平成７年６月 同行 専務取締役 

平成９年６月 ちばぎん保証㈱ 代表取締役社長 

平成12年６月 ちばぎんジェーシービーカード㈱ 

取締役会長 

平成15年６月 当社監査役(現任) 

－ 

      計  5,148 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、「本質を直視して」を行動の規範とし、ものづくりの現場から業務執行全般に至るまで、常に本質を見

失うことなく事業を推進することにより、当社の経営理念である「産業界に基礎器材を供給し、工業社会の発展に

貢献する」ことを追求し、社会に有用な企業であり続けたいと念願しております。  

 この目的の達成にあたっては、経営の諸問題に関して、業務の妥当性・効率性・適法性を確保し、ステークホル

ダーに対する責任を果たすことが、コーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の重要課題の一つであると認識

しております。 

 そのため、経営方針などの意思決定を行う取締役会と、その下部機構として業務執行役員会を組織し、経営の執

行に対する経営監視機能の強化をはかり、監査役制度と相まって、これまで培ってきた経営機構や制度の活用を基

本にコーポレート・ガバナンスの充実に努めております。 

 なお、会社法の施行に伴い５月11日に開催された取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方

針」を決定し、その構築を速やかに行うことにより企業価値の増大をはかってまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により、業務執行の監督および監視を行っております。

 取締役会は、平成17年６月の株主総会において選任いただいた８名を含めた11名(うち社外取締役１名)で構成し

ており、経営の基本方針や経営目標・経営戦略などの重要な事項を決定すると共に、執行役員による業務執行状況

を監視しております。 

 監査役会は、平成17年６月の株主総会において選任いただいた社外監査役２名を含めた４名(全員社外監査役)で

構成しており、社外の良識や経験、見識に基づいた客観的な視点から、取締役会をはじめ、各種会議に出席し、ガ

バナンスのあり方と運営状況を監視すると共に、取締役を含めた経営の日常活動の監視を行っております。 

 なお、定例取締役会および監査役会は毎月1回開催し、必要に応じ臨時取締役会および監査役会を適宜開催する

こととしており、平成17年度は、取締役会は17回、監査役会は15回開催しております。 

 内部監査機能としては、社長直轄の業務に精通した４名の担当者を擁する監査室が、子会社を含めた各部門の業

務管理・手続の適正化のための実地監査を定期的に行い、監視と業務改善の助言を通じて内部統制機能の強化に努

めております。 

 コンプライアンスについては、法令および社内規定の遵守に留まらず、倫理・道徳などの社会規範を含めこれを

遵守する目的で企業倫理規定を制定し、この規定に基づく行動規範を社員倫理ガイドブックとして全従業員に配布

すると共に、適宜各種の社内教育を実施することにより、コンプライアンス意識の徹底をはかっております。 

 会計監査につきましては、監査法人トーマツを選任し、公正かつ独立した立場から年度決算および中間決算を中

心に会計監査が実施されております。なお、業務を執行した公認会計士の氏名は次のとおりであります。 

 さらに、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、重要な法務問題に関して随時、アドバイスを受けられる体制を

とっております。 

 情報開示につきましては、TDnetによる東京証券取引所への適時開示を的確に行うと共に、インターネット上の

当社ホームページなどを通じて、経営情報の迅速かつ適切な開示を行っております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

指定社員 業務執行社員 本多 潤一 監査法人トーマツ 

指定社員 業務執行社員 陸田 雅彦 監査法人トーマツ  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ７名、会計士補 ３名、その他 ４名 



［当社のコーポレートガバナンス体制 概略図］  

(3) 役員報酬および監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下のと

おりであります。 

① 役員報酬 社内取締役に対する報酬 157百万円

 社外取締役に対する報酬 6 

 監査役に対する報酬 45 

   合計 208 

② 監査報酬 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務

(監査証明業務)の対価としての会計監査人に対する報酬 

上記以外の業務に基づく報酬  

32百万円

5 

   合計 37 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  67,020   63,356  

２．受取手形及び売掛金   25,138   27,361  

３．有価証券   1,347   1,426  

４．たな卸資産   15,829   16,456  

５．未収法人税等    284   －  

６．繰延税金資産   1,941   2,552  

７．その他   4,815   6,677  

貸倒引当金   △279   △853  

流動資産合計   116,097 55.2  116,978 54.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※１ 40,010   44,597   

減価償却累計額  23,114 16,895  24,682 19,915  

(2) 機械装置及び運搬具 ※１ 63,203   67,658   

減価償却累計額  47,890 15,312  50,160 17,497  

(3) 工具器具及び備品  11,773   12,269   

減価償却累計額  9,930 1,842  10,246 2,022  

(4) 土地 ※１  16,290   17,248  

(5) 建設仮勘定   1,392   6,939  

有形固定資産合計   51,734 24.5  63,624 29.5 

２．無形固定資産   1,054 0.5  1,210 0.6 

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 
※１ 
※２ 

 22,069   24,866  

(2) 長期貸付金   1,336   907  

(3) 繰延税金資産   535   818  

(4) その他 
※１ 
※２ 

 17,968   8,090  

貸倒引当金   △296   △446  

投資その他の資産合計   41,612 19.8  34,236 15.8 

固定資産合計   94,401 44.8  99,070 45.9 

資産合計   210,499 100.0  216,048 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   7,862   7,693  

２．短期借入金 ※１  8,717   3,717  

３．未払費用   3,253   3,344  

４．未払法人税等   615   2,338  

５．繰延税金負債   128   109  

６．賞与引当金   1,695   1,766  

７．その他   6,063   5,447  

流動負債合計   28,336 13.4  24,416 11.3 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  188   139  

２．繰延税金負債   2,841   3,615  

３．退職給付引当金   463   507  

４．その他 ※１  0   229  

固定負債合計   3,495 1.7  4,492 2.1 

負債合計   31,831 15.1  28,908 13.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   3,933 1.9  5,101 2.3 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  22,558 10.7  22,558 10.4 

Ⅱ 資本剰余金   21,594 10.3  21,594 10.0 

Ⅲ 利益剰余金   140,223 66.6  141,543 65.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,528 0.7  3,402 1.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △6,353 △3.0  △2,237 △1.0 

Ⅵ 自己株式 ※５  △4,817 △2.3  △4,823 △2.2 

資本合計   174,734 83.0  182,038 84.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  210,499 100.0  216,048 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   93,178 100.0  97,818 100.0 

Ⅱ 売上原価   69,826 74.9  74,653 76.3 

売上総利益   23,351 25.1  23,164 23.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  19,323 20.8  20,469 20.9 

営業利益   4,028 4.3  2,695 2.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  597   892   

２．受取配当金  121   193   

３．為替差益  258   1,241   

４．土地建物分譲益  －   1,430   

５．その他  857 1,834 2.0 1,175 4,933 5.0 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  157   366   

２．貸与資産減価償却費  56   145   

３．貸倒引当金繰入額  196   148   

４．テナント施設運営費  －   299   

５．その他  131 542 0.6 293 1,253 1.3 

経常利益   5,320 5.7  6,375 6.5 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 26   933   

２．投資有価証券売却益  73   161   

３．その他  1 102 0.1 2 1,097 1.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 9   37   

２．固定資産廃棄損 ※４ 163   286   

３．減損損失 ※５ 1,002   40   

４．投資有価証券売却損  0   11   

５．投資有価証券評価損  597   62   

６．子会社整理損 ※６ －   526   

７．特別退職金  －   390   

８．その他   130 1,905 2.0 107 1,462 1.5 

税金等調整前当期純利益   3,518 3.8  6,010 6.1 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

法人税、住民税及び事業税  961   2,937   

法人税、住民税及び事業
税還付額等 

 144   202   

法人税等調整額  1,334 2,150 2.4 △1,283 1,451 1.5 

少数株主利益(控除)   136 0.1  859 0.8 

当期純利益   1,230 1.3  3,699 3.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   21,594  21,594 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

    自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   21,594  21,594 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   141,155  140,223 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

  当期純利益  1,230 1,230 3,699 3,699 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  2,090  2,090  

２．役員賞与  3  5   

３．連結子会社増加に伴う
減少高 

 69 2,162 283 2,378

Ⅳ 利益剰余金期末残高   140,223  141,543 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

  税金等調整前当期純利益  3,518 6,010 

  減価償却費  5,916 6,390 

   減損損失  1,002 40 

  貸倒引当金の増加額  145 668 

  退職給付引当金の増加額  14 － 

  前払年金費用の減少額  686 996 

  受取利息及び受取配当金  △718 △1,085 

  支払利息  157 366 

  為替差益  △225 △528 

  有形固定資産売却益  △26 △810 

   無形固定資産売却益  － △122 

  有形・無形固定資産廃
棄・売却損 

 173 323 

  投資有価証券評価売却損
益(△売却益) 

 523 △86 

  子会社整理損  － 526 

    特別退職金  － 390 

    役員退職慰労金  － 106 

  その他の特別利益  △1 △2 

  その他の特別損失  130 － 

  売上債権の増加額  △31 △870 

  たな卸資産の減少額(△
増加額) 

 △2,389 510 

    その他流動資産の増加額  － △852 

  仕入債務の減少額  △137 △1,606 

  役員賞与の支払額  △4 △5 

  その他  682 △615 

小計  9,417 9,742 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

  利息及び配当金の受取額  715 1,058 

  利息の支払額  △156 △360 

    特別退職金の支払額  － △390 

    役員退職慰労金の支払額  － △106 

  その他の特別利益  1 － 

  その他の特別損失  △65 － 

  法人税等の支払額  △1,225 △1,469 

  法人税等の還付額  1,421 495 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 10,107 8,969 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

  定期預金の預入による支
出 

 △10,180 △9,779 

  定期預金の払戻による収
入 

 4,808 9,180 

  有価証券の取得による支
出 

 △579 △112 

  有価証券の売却及び償還
による収入 

 1,339 1,288 

    投資有価証券の取得によ
る支出 

 △3,521 △3,911 

    投資有価証券の売却によ
る収入 

 2,445 3,373 

  有形固定資産の取得によ
る支出 

 △7,862 △14,664 

  有形固定資産の売却によ
る収入 

 139 3,127 

  貸付による支出  △546 △525 

  貸付金の回収による収入  90 62 

  その他  △3,636 5,172 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △17,503 △6,789 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

  短期借入れによる収入  10,512 8,122 

  短期借入金の返済による
支出 

 △4,995 △8,120 

  長期借入れによる収入  731 48 

  長期借入金の返済による
支出 

 △1,781 △5,472 

  自己株式の取得による支
出 

 △10 △6 

  自己株式の売却による収
入 

 0 0 

  少数株主への配当金の支
払額 

 △81 △97 

  配当金の支払額  △2,090 △2,090 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,285 △7,615 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 1,268 1,481 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △3,842 △3,954 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 61,864 58,153 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加額 

 131 212 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末
残高 

  ※ 58,153 54,410 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数は21社であり、主要な連結子会社

名は、「第１ 企業の概況４ 関係会社の状況」に

記載しております。 

  なお、前連結会計年度まで持分法非適用の非連結

子会社であったフタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー

（タイランド）リミテッドについては、重要性が増

したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数は23社であり、主要な連結子会社

名は、「第１ 企業の概況４ 関係会社の状況」に

記載しております。 

  なお、前連結会計年度まで持分法非適用の非連結

子会社であったフタバ(ベトナム)カンパニー・リミ

テッドについては、重要性が増したため、双葉精密

模具(中国)有限公司は新規設立のため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めております。 

(2）主要な非連結子会社名 

 フタバビジネスシステム株式会社およびフタバ

（ベトナム）カンパニー・リミテッドであります。 

(2）主要な非連結子会社名 

 フタバビジネスシステム株式会社および双葉電子

科技開発(北京)有限公司であります。 

(3）非連結子会社９社の合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲から除外しており

ます。 

(3）非連結子会社９社の合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲から除外しており

ます。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社はありません。 

(2）持分法適用の関連会社は、セジン／サンキョー・

コントロール・デバイスイズ・カンパニー・リミテ

ッドであります。 

(2）持分法適用の関連会社は、セジン／サンキョー・

コントロール・デバイスイズ・カンパニー・リミテ

ッドであります。 

(3）持分法非適用の非連結子会社および関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

 フタバビジネスシステム株式会社およびフタバ

（ベトナム）カンパニー・リミテッドであります。 

 なお、前連結会計年度まで持分法非適用の非連結

子会社であったフタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー

（タイランド）リミテッドについては、重要性が増

したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。 

(3）持分法非適用の非連結子会社および関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

 フタバビジネスシステム株式会社および双葉電子

科技開発(北京)有限公司であります。 

 なお、前連結会計年度まで持分法非適用の非連結

子会社であったフタバ(ベトナム)カンパニー・リミ

テッドについては、重要性が増したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、いずれも連結純損益および

利益剰余金等に重要な影響を及ぼしておらず、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

持分法を適用しない理由 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次 

 のとおりであります。 

※１．連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

会社名  決算日  

富得巴国際貿易(上海)有

限公司 

 12月31日 ※１ 

富得巴貿易(深圳)有限公

司 

 12月31日 ※１ 

富得巴精模(深圳)有限公

司 

 12月31日 ※１ 

双葉電子部品(恵州)有限

公司 

  12月31日 ※１ 

会社名  決算日  

富得巴国際貿易(上海)有

限公司 

 12月31日 ※１ 

富得巴貿易(深圳)有限公

司 

 12月31日 ※１ 

富得巴精模(深圳)有限公

司 

 12月31日 ※１ 

双葉電子部品(恵州)有限

公司 

 12月31日 ※１ 

双葉精密模具(中国)有限

公司 

  12月31日  ※１ 

  ※１．連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

売買目的の有価証券 

 時価法(売却原価は先入先出法により算定) 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ 運用目的の金銭の信託 

時価法 

③ 運用目的の金銭の信託 

同左 

④ たな卸資産 

１）製品 

 当社および国内連結子会社は、主に総平均法

による原価法。在外連結子会社は、主に移動平

均法による低価法。 

④ たな卸資産 

１）製品 

同左 

２）仕掛品 

 当社および国内連結子会社は、主に総平均法

による原価法。在外連結子会社は、主に移動平

均法による低価法。 

２）仕掛品 

同左 

３）原材料 

 移動平均法による低価法 

３）原材料 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物 

 当社および国内連結子会社は定額法によってお

ります。在外連結子会社は、主として当該国の会

計基準の規定による定率法および定額法。取得価

額で連結合計額に対し約６％が定率法。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物 

 当社および国内連結子会社は定額法を、在外連

結子会社は、主として当該国の会計基準の規定に

よる定率法および定額法を採用しております。(取

得価額で連結合計額に対し約７％が定率法) 

建物以外の資産 

 当社および国内連結子会社は主に定率法によっ

ております。在外連結子会社は、当該国の会計基

準の規定による定率法および定額法。取得価額で

連結合計額に対し約29％が定額法。 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   15年～31年 

機械装置及び運搬具 ５年～10年 

建物以外の資産 

 当社および国内連結子会社は主に定率法を、在

外連結子会社は、当該国の会計基準の規定による

定率法および定額法を採用しております。(取得価

額で連結合計額に対し約33％が定額法) 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   15年～31年 

機械装置及び運搬具 ５年～10年 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（主に５年）に基づく定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(主に５年)に基づく定額法を

採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、主として

一般債権については、貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

当社および連結子会社は主として一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に充てるため、当社

および国内連結子会社ならびに一部の在外連結子

会社において、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

 当社および国内連結子会社ならびに一部の在外

連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計

年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社および国

内連結子会社ならびに一部の在外連結子会社にお

いて当連結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、当連結会計年度末においては、年金資産

見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過しているため、当該超

過額を前払年金費用として投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定

額法により、その発生年度の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社および国

内連結子会社ならびに一部の在外連結子会社にお

いて当連結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、当連結会計年度末においては、年金資産

見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過しているため、当該超

過額を前払年金費用として投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外連結子会社等の資産および負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分および資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

  なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分および資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 当社および国内連結子会社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。在

外連結子会社は、当該国の会計制度によって処理し

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合は、振当処理をしております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建預金および外貨建金銭債権債

務 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 内部管理規定に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。ヘッジは外貨建預金および外貨建金

銭債権債務の残高の範囲以内とし、原則として１年

を超える長期ヘッジはしない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時およびそ

の後も継続して、相場変動またはキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するものと想定することができ

るため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

    

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については、いずれも金額が僅少のた

め、これが生じた連結会計年度に全額償却しておりま

す。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))および「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)が、平成16年３月31日に終了する連結会計年度

に係る連結財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準および同適用指針

を適用しております。これにより、税金等調整前当期純

利益は1,002百万円減少しております。 

セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

      ────── 

    

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結損益計算書上、前連結会計年度において、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりました「貸与資

産減価償却費」は、当連結会計年度において、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含

まれる「貸与資産減価償却費」は２百万円であります。 

 連結貸借対照表上、前連結会計年度において、区分掲

記しておりました流動資産の「未収法人税等」は、当連

結会計年度において、金額的重要性が乏しくなったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の流動資産の「その他」に含ま

れる「未収法人税等」は32百万円であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月

９日法律第97号）により、投資事業有限責任組合等への

出資が証券取引法第２条第２項に追加され、有価証券と

みなされたことに伴い、当連結会計年度から連結貸借対

照表において、投資その他の資産の「投資有価証券」に

含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は1,327百万円であり、前連結会計年度の投資

その他の資産の「その他」に含まれる当該出資の額は

1,499百万円であります。 

 連結損益計算書上、前連結会計年度において、特別損

失の「その他」に含めて表示しておりました「特別退職

金」は、当連結会計年度において、特別損失の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含ま

れる「特別退職金」は27百万円であります。 

   ────── 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年度に

おいて、区分掲記しておりました「退職給付引当金の増

加額」は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏

しくなったため、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しております。  

 なお、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「退職給付引当金の増加

額」は０百万円であります。 

     ────── 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年度に

おいて、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「特別退職金」は、当

連結会計年度において、重要性が増したため区分掲記し

ました。  

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「特別退職金」は27百万

円であります。 

     ────── 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年度に

おいて、区分掲記しておりました「その他の特別損失」

は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏しくな

ったため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。  

 なお、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「その他の特別損失」は

０百万円であります。 

    ──────  

  

 連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年度に

おいて、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「その他流動資産の減

少額(△増加額)」は、当連結会計年度において、重要性

が増したため区分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「その他流動資産の減少

額」は196百万円であります。 

    ────── 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年度に

おいて、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「特別退職金の支払

額」は、当連結会計年度において、重要性が増したため

区分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「特別退職金の支払額」

は27百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産および担保付債務 

担保に供している資産 

※１．担保資産および担保付債務 

 担保に供している資産 

預金    55百万円

土地 347 

建物・機械等 1,755 

計 2,158 

預金    60百万円

土地 556 

建物・機械等 2,657 

投資有価証券 412 

投資その他の資産の 

「その他」 
854 

計 4,541 

担保付債務  担保付債務 

短期借入金  1,632百万円

長期借入金 186 

計 1,819 

短期借入金  2,617百万円

長期借入金 139 

固定負債の「その他」  183 

計 2,940 

※２．非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

※２．非連結子会社および関連会社に対するものは次の 

  とおりであります。 

投資有価証券（株式）      1,572百万円

その他の投資（出資金）      1,199百万円

投資有価証券（株式）  2,424百万円

その他の投資（出資金）     74百万円

 ３．偶発債務 

(1) 取引先（㈱松栄工機）のリース

債務に対する保証 

(2) 従業員の住宅資金借入金に対す

る保証 

338百万円

3百万円

 ３．偶発債務 

(1) 取引先のリース債務に対する保証 

   株式会社松栄工機                  285百万円 

(2) 従業員の住宅資金借入に対する保証 

             2百万円 

※４．連結財務諸表提出会社の発行済株式総数は、普通

株式47,386,739株であります。 

※４．連結財務諸表提出会社の発行済株式総数は、普通

株式47,386,739株であります。 

※５．連結財務諸表提出会社が保有する自己株式の数

は、普通株式1,950,178株であります。 

※５．連結財務諸表提出会社が保有する自己株式の数

は、普通株式1,952,446株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の内訳 

 主な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給与手当・賞与      5,633百万円 

福利厚生費 1,165 

退職給付費用 1,232 

賞与引当金繰入額 624 

運賃荷造費 1,560 

広告宣伝費 510 

減価償却費 713 

研究開発費 1,928 

給与手当・賞与       5,860百万円 

福利厚生費 1,207 

退職給付費用 1,406 

賞与引当金繰入額 661 

運賃荷造費 1,565 

広告宣伝費 531 

貸倒引当金繰入額 617 

減価償却費 797 

研究開発費 1,785 

※２．固定資産売却益の内訳 

固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

※２．固定資産売却益の内容 

機械装置及び車輌運搬具    22百万円

工具器具及び備品 4 

合計 26 

建物及び構築物      571百万円

機械装置及び車輌運搬具 25      

工具器具及び備品 4 

土地  209 

特許権 122 

合計 933 

※３．固定資産売却損の内訳 

固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

※３．固定資産売却損の内容 

機械装置及び車輌運搬具  9百万円

工具器具及び備品 0 

合計 9 

建物及び構築物   16百万円

機械装置及び車輌運搬具  15      

工具器具及び備品 5 

合計 37 

※４．固定資産廃棄損の内訳 

固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

※４．固定資産廃棄損の内容 

建物及び構築物   20百万円

機械装置及び車輌運搬具 60 

工具器具及び備品 36 

建設仮勘定 45 

ソフトウェア 1 

合計 163 

建物及び構築物     18百万円

機械装置及び車輌運搬具 217 

工具器具及び備品 49 

ソフトウェア 1 

合計 286 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５．減損損失   

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

  当社グループは、損益管理を合理的に行える管

理会計上の区分によって資産グルーピングを行っ

ております。なお、遊休資産については、物件単

位によって資産グルーピングを行っております。 

 千葉県に保有する遊休不動産において、市場価

格が帳簿価額より下落していることにより帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,002百

万円を減損損失として特別損失に計上しました。

その内訳は、土地812百万円、建物189百万円であ

ります。 

 なお、これらの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、固定資産税評価額を基礎とし

て評価しております。 

場所 用途 種類 

千葉県八日市場市

及び長生郡他 
遊休不動産  土地及び建物 

※５．         ────── 

  

※６．       ────── ※６．非連結子会社[アドバンスド・コントロール・テク

ノロジー・エルエルシー]、[ホビー・リテイル・カ

ンパニー・エルエルシー]および[ピーティ・セジ

ン・インドネシア]の解散に伴う整理費用でありま

す。        

 ７．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費 

     3,823百万円 

 ７．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費 

          3,632百万円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  67,020百万円

有価証券勘定 1,347 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 9,106 

株式及び償還期間が３ヶ月を超える

債券等 
△ 1,108 

現金及び現金同等物 58,153 

現金及び預金勘定 63,356百万円

有価証券勘定 1,426 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △9,441 

株式及び償還期間が３ヶ月を超える

債券等 
△931 

現金及び現金同等物 54,410 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

497 193 304 

機械装置及び
運搬具 

40 30 10 

合計 537 223 314 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

610 265 345 

機械装置及び
運搬具 

36 14 21 

合計 647 280 367 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有 

    形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

    支払利子込み法により算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有 

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 177百万円

１年超 687 

合計 865 

１年以内    213百万円

１年超 648 

合計 861 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース 

   料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割 

   合が低いため、支払利子込み法により算定しており 

   ます。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 108百万円

減価償却費相当額 108 

支払リース料    117百万円

減価償却費相当額 117 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(2)貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

(2)貸主側 

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

16 1 14 

機械装置及び
運搬具 

447 24 423 

合計 464 25 438 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却
累計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

16 3 12 

機械装置及び
運搬具 

568 105 463 

合計 584 109 475 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 上記金額には、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額553百万円(１年以内85

百万円、１年超467百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむね同一の条

件で第三者にリースしていますのでほぼ同額の残高

が上記の(1)借主側②未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース 

 料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合が 

 低いため、受取利子込み法により算定しておりま 

 す。 

１年以内 152百万円

１年超 842 

合計 994 

 (注) 上記金額には、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額497百万円(１年以内90

百万円、１年超406百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむね同一の条

件で第三者にリースしていますのでほぼ同額の残高

が上記の(1)借主側②未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内    174百万円

１年超 801 

合計 975 

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 25百万円

減価償却費 25 

受取リース料   84百万円

減価償却費 83 

2. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 75百万円

１年超 106 

 合計 182 

１年以内   82百万円

１年超 110 

 合計 193 



（有価証券関係） 

Ⅰ．前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

連結貸借対照表計上額(百万円) 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額(百万円)
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 種類 
連結貸借対照表計
上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等 213 215 2 

(2) 社債 － － － 

小計 213 215 2 

時価が連結貸借対照表計上

額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等 998 974 △   23 

(2) 社債 － － － 

小計 998 974 △   23 

合計 1,211 1,190 △   21 

 種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計
上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1) 株式 2,966 5,415 2,448 

(2) 債券    

① 国債・地方債等 450 452 2 

② 社債 4,343 4,413 69 

(3) その他 2,039 2,209 169 

小計 9,800 12,490 2,689 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1) 株式 14 13 △   1 

(2) 債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 864 859 △   5 

(3) その他 4,471 4,260 △  211 

小計 5,351 5,133 △  218 

合計 15,152 17,623 2,471 



４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない非上場株式について564百万円減損処理を行っておりま

す。 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

2,390 89 6 

 連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

非上場債券 15 

(2) その他有価証券  

① 非上場株式 717 

② 非上場債券 0 

③ 優先出資証券 500 

④ ＭＭＦ、ファンドマネー他 1,667 

 １年以内(百万円) 
１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超(百万円) 

１．債券     

(1) 国債・地方債等 377 1,266 36 － 

(2) 社債 622 1,777 2,046 825 

２．その他 132 3,021 251 － 

合計 1,132 6,065 2,335 825 



Ⅱ．当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）子会社の運転資金への充当を目的としたものであります。 

連結貸借対照表計上額(百万円) 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額(百万円)
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 種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計
上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1) 株式 3,080 8,469 5,388 

(2) 債券    

① 国債・地方債等 200 200 0 

② 社債 2,818 2,833 14 

③ その他 218 267 48 

(3) その他 2,672 2,996 323 

小計 8,990 14,766 5,776 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1) 株式 0 0 △0 

(2) 債券    

① 国債・地方債等 1,206 1,141 △65 

② 社債 1,460 1,310 △150 

③ その他 － － － 

(3) その他 3,208 3,140 △68 

小計 5,876 5,591 △285 

合計 14,867 20,358 5,490 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

2,812 161 11 

  売却原価(百万円) 売却額(百万円) 売却損益(百万円) 

債券（国債） 316 308 △8 



５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない非上場株式について62百万円減損処理を行っておりま

す。 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

７．保有目的を変更した有価証券 

当連結会計年度において、従来満期保有目的で保有していた債券(連結貸借対照表計上額1,313百万円)を

その他有価証券に変更しております。これは、当連結会計年度中に満期保有目的の債券の一部を売却したこ

とによるものであります。この結果、投資有価証券が32百万円減少し、その他有価証券評価差額金が20百万

円減少しております。 

次へ  

 連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 31 

(2) その他有価証券  

① 非上場株式 1,053 

② 非上場債券 0 

③ 優先出資証券 500 

④ ＭＭＦ、ファンドマネー他 1,789 

 １年以内(百万円) 
１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超(百万円) 

１．債券     

(1) 国債・地方債等 377 996 － － 

(2) 社債 418 957 2,012 754 

(3) その他 － － － 267 

２．その他 － 3,000 564 － 

合計 795 4,954 2,577 1,021 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

１．時価の算定方法 

通貨オプション取引を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．通貨オプション取引の( )内の金額は、オプション料であります。 

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

当社および在外連結子会社の一部は、為替予約取

引および通貨オプション取引を利用しております。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

当社および在外連結子会社の一部は、為替予約取

引および通貨オプション取引は基本的に外貨建預金

および外貨建金銭債権債務の残高の範囲内で利用す

ることとし、１年を超える長期契約は行わないこと

としております。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

当社および在外連結子会社の一部は、通常の取引

の範囲内で、外貨建債権債務に係る将来の為替相場

の変動リスクを回避する目的で、包括的な為替予約

取引および通貨オプション取引を行っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社および在外連結子会社の一部の利用している

為替予約取引および通貨オプション取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しております。 

 なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度

の高い国内銀行、国内証券会社および国内銀行の現

地法人等であるため、相手方の契約不履行によるリ

スクはほとんどないものと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の基本方針は取締役会で決定さ

れ、取引の実行および管理は取引の権限および取引

限度額を定めた社内管理規定にもとづき資金担当部

門が行っております。 

デリバティブ取引の損益・運用状況等の把握を経

理担当部門が行い、毎月の取締役会等への報告など

により一定の範囲を超えるリスクが発生しないよう

管理しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場

取引

以外

の 

取引 

オプション取引         

売建コール 米ドル
527 

(3)
－ 10 △6 － － － － 

買建プット 米ドル
527 

(3)
－ 0 △2 － － － － 

合計 － － － － － － － － 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度

として、企業年金基金制度又は適格退職年金制度を

採用しております。また、従業員の退職に際して、

退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債

務の対象とされない割増退職金を支払う場合があり

ます。 

 なお、一部の在外連結子会社においても、確定給

付型の制度を採用しております。 

 当社においては、昭和60年４月から従業員の退職

金は、全て厚生年金基金制度へ移行しましたが、当

社および一部の国内連結子会社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生労働大臣から厚生年金基金

の代行部分について、平成16年１月１日に将来分支

給義務免除の認可を受け、平成17年３月１日に過去

分返上の認可を受け、同日から企業年金基金へ移行

しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度

として、企業年金基金制度又は適格退職年金制度を

採用しております。また、従業員の退職に際して、

退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債

務の対象とされない割増退職金を支払う場合があり

ます。なお、一部の在外連結子会社においても、確

定給付型の制度を採用しております。 

 当社および一部の国内連結子会社においては、昭

和60年４月から従業員の退職金は、厚生年金基金制

度へ移行しておりましたが、確定給付企業年金法の

施行に伴い、平成17年３月から企業年金基金へ移行

しております。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

（百万円） （百万円）

イ．退職給付債務 △34,127

ロ．年金資産 31,588

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 2,539

ニ．未認識数理計算上の差異 5,320

ホ．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ) 2,780

ヘ．前払年金費用 3,244

ト．退職給付引当金（ホ－ヘ）（注） △  463

イ．退職給付債務 △33,647

ロ．年金資産 38,335

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 4,688

ニ．未認識数理計算上の差異 △2,947

ホ．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ) 1,740

ヘ．前払年金費用 2,248

ト．退職給付引当金（ホ－ヘ）（注） △507

（注）臨時に支払う割増退職金は含めておりません。な

お、連結貸借対照表上、臨時に支払う予定の割増退

職金23百万円は未払費用に含めて表示しておりま

す。 

（注）臨時に支払う割増退職金は含めておりません。な

お、連結貸借対照表上、臨時に支払う予定の割増退

職金11百万円は未払費用に含めて表示しておりま

す。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

（百万円） （百万円）

 （注）上記退職給付費用以外に、割増退職金90百万円を

支払っており、62百万円は営業費用に、27百万円は

特別損失に含めて計上しております。 

イ．勤務費用 1,562

ロ．利息費用 611

ハ．期待運用収益（減算） △  676

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 947

ホ．過去勤務債務の費用処理額 3

ヘ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 2,449

   （注）上記退職給付費用以外に、割増退職金496百万円を

支払っており、106百万円は営業費用に、390百万円

は特別損失に含めて計上しております。 

イ．勤務費用 1,681

ロ．利息費用 625

ハ．期待運用収益（減算） △729

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 834

ホ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 2,411

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ．割引率               2.0％ 

ハ．期待運用収益率           2.5％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 

10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっておりま

す。） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ．割引率                2.0％ 

ハ．期待運用収益率            2.5％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 

10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会

計年度から費用処理することとしておりま

す。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（百万円） （百万円）

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

たな卸資産未実現利益・評価減 281

未払事業税額 60

賞与引当金損金算入限度超過額 700

減価償却損金算入限度超過額 163

その他 756

繰延税金資産合計 1,962

繰延税金負債との相殺 △   20

繰延税金資産の純額 1,941

繰延税金負債  

配当に関わる留保利益 △  118

その他 △   30

繰延税金負債合計 △  148

繰延税金資産との相殺 20

繰延税金負債の純額 △  128

繰延税金資産  

たな卸資産未実現利益・評価減 906

未払事業税額 210

賞与引当金損金算入限度超過額 728

減価償却損金算入限度超過額 166

貸倒引当金損金算入限度超過額 315

その他 296

繰延税金資産合計 2,624

繰延税金負債との相殺 △72

繰延税金資産の純額 2,552

繰延税金負債  

配当に関わる留保利益 △98

その他 △83

繰延税金負債合計 △181

繰延税金資産との相殺 72

繰延税金負債の純額 △109

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付費用損金算入限度超過額 49

減価償却損金算入限度超過額 460

固定資産減損額否認 398

有価証券評価損 273

その他 683

繰延税金資産合計 1,865

繰延税金負債との相殺 △  579

評価性引当額 △  751

繰延税金資産の純額 535

繰延税金負債  

特別償却準備金 △    6

固定資産圧縮準備金 △  365

その他有価証券評価差額金 △ 1,016

前払年金費用 △ 1,296

その他 △  735

繰延税金負債合計 △ 3,421

繰延税金資産との相殺 579

繰延税金負債の純額 △ 2,841

繰延税金資産  

退職給付費用損金算入限度超過額 58

減価償却損金算入限度超過額 468

貸倒引当金損金算入限度超過額 374

固定資産減損額否認 394

有価証券評価損 306

その他 880

繰延税金資産合計 2,482

繰延税金負債との相殺 △630

評価性引当額 △1,033

繰延税金資産の純額 818

繰延税金負債  

特別償却準備金 △0

固定資産圧縮準備金 △365

その他有価証券評価差額金 △2,272

前払年金費用 △898

その他 △708

繰延税金負債合計 △4,245

繰延税金資産との相殺 630

繰延税金負債の純額 △3,615

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（％） （％）

国内の法定実効税率 39.96

（調整）  

在外連結子会社の税率差異 △  4.12

税額控除 △  4.09

未実現利益消去に係る税効果未認識 9.78

繰延税金資産に係る評価性引当額 21.35

その他 △  1.74

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.14

国内の法定実効税率 39.96

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.93

在外連結子会社の税率差異 △4.50

税額控除 △11.36

その他 △0.88

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.15



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分は使用原材料の共通性、製造方法および製品の類似性、販売経路の共通性により下記の事業区分

にしております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

４．営業費用の配分方法の変更 

提出会社において、ＦＥＤ(フィールド・エミッション・ディスプレイ)の量産ライン構築および金型追加加

工に係る業容の拡大など急激な事業構造の変化により部門別の費用負担に変化が生じていることを契機に、部

門別損益計算における共通費用の配賦基準を見直しました。 

これに伴い、セグメント情報において提出会社の共通費用の配分方法を見直し、管理部門の費用について従

来の売上高比等による方法から人員比をより加味する配賦方法に、また、研究開発部門の費用について従来電

子関連事業に賦課していたものを、関連が明確な費用は各セグメントに賦課し、関連が明らかでないものは売

上高で配賦するなど費用特性に応じた配賦方法に変更いたしました。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、電子関連事業において、営業費用は963百万円減少

し、営業利益は同額増加しております。また、生産器材事業において、営業費用は963百万円増加し、営業利

益は同額減少しております。 

 
電子関連事業 

（百万円） 

生産器材事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 59,052 34,125 93,178 － 93,178 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11 8 20 (20) － 

計 59,064 34,134 93,198 (20) 93,178 

営業費用 58,198 30,971 89,170 (20) 89,149 

営業利益 865 3,162 4,028 0 4,028 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 133,515 76,998 210,513 (14) 210,499 

減価償却費 3,826 2,089 5,916 － 5,916 

減損損失 622 379 1,002 － 1,002 

資本的支出 3,253 5,328 8,581 － 8,581 

 
電子関連事業 

（百万円） 

生産器材事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 59,397 38,420 97,818 － 97,818 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
15 6 22 (22) － 

計 59,412 38,427 97,840 (22) 97,818 

営業費用 59,306 35,838 95,144 (22) 95,122 

営業利益 106 2,588 2,695 0 2,695 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 133,955 82,122 216,078 (30) 216,048 

減価償却費 3,799 2,590 6,390 － 6,390 

減損損失 40 － 40 － 40 

資本的支出 13,752 5,222 18,975 － 18,975 

事業区分 売上区分 製品名 

電子関連事業 
電子部品 

蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍光発光プリントヘッド、キーボード、

スイッチ、フィールド・エミッション・ディスプレイ 

電子機器 ラジコン機器、模型用エンジン、ロボット用機能部品 

生産器材事業 精機 プレス金型用部品、モールド金型用部品、プレシジョンプレート、省力機器 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州…アメリカ 

(2）欧州…ドイツ 

(3）アジア…台湾、韓国、香港、シンガポール、フィリピン 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

 
日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
45,617 16,411 4,384 26,764 93,178 － 93,178 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
20,736 35 1 15,597 36,371 (36,371) － 

計 66,354 16,447 4,385 42,362 129,550 (36,371) 93,178 

営業費用 63,130 16,404 4,360 41,820 125,716 (36,567) 89,149 

営業利益 3,223 42 25 541 3,833 195 4,028 

Ⅱ 資産 147,334 11,041 2,639 62,578 223,593 (13,094) 210,499 

 
日本 
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
47,247 16,780 4,216 29,574 97,818 － 97,818 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
20,585 69 0 17,165 37,822 (37,822) － 

計 67,832 16,850 4,217 46,740 135,640 (37,822) 97,818 

営業費用 65,231 17,820 4,275 45,667 132,995 (37,872) 95,122 

営業利益(又は営業損失) 2,601 △970 △58 1,072 2,645 50 2,695 

Ⅱ 資産 151,456 10,030 2,443 66,875 230,806 (14,757) 216,048 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州………アメリカ、メキシコ、ブラジル 

(2）欧州………フランス、ドイツ、ハンガリー 

(3）アジア他…韓国、中国、香港 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 記載すべき事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 記載すべき事項はありません。 

 米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,753 6,692 29,169 55,615 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    93,178 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
21.2 7.2 31.3 59.7 

 米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 20,105 6,913 30,944 57,963 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    97,818 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
20.6 7.1 31.6 59.3 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額         3,845円57銭 １株当たり純資産額         4,006円54銭 

１株当たり当期純利益金額      26円97銭 １株当たり当期純利益金額      81円33銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

同左 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 1,230 3,699 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 5 4 

（うち利益処分による役員賞与金） (5) (4) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,225 3,695 

普通株式の期中平均株式数（千株） 45,438 45,435 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,717 3,717 6.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 188 139 4.4 平成19年～29年 

合計 8,905 3,856 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 63 27 19 7 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   47,170   43,259  

２．受取手形   6,305   6,698  

３．売掛金 ※１  16,520   17,579  

４．有価証券   550   853  

５．特定金外信託   3,215   3,341  

６．製品   1,890   2,083  

７．原材料   1,036   1,054  

８．仕掛品   1,085   1,193  

９．貯蔵品   470   716  

10．前渡金   5   1  

11．前払費用   18   41  

12．未収法人税等   236   －  

13．一年以内返済予定の長
期貸付金 

  58   83  

14．一年以内返済予定の関
係会社長期貸付金 

  305   410  

15．繰延税金資産   952   1,163  

16．その他   486   1,119  

 貸倒引当金   △30   △30  

流動資産合計   80,280 49.4  79,568 46.4 

 



  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物  25,793   26,671   

減価償却累計額  16,315 9,478  16,777 9,893  

(2) 構築物  3,228   3,427   

減価償却累計額  2,546 681  2,610 816  

(3) 機械及び装置  35,750   35,425   

減価償却累計額  28,967 6,782  28,479 6,945  

(4) 車輌及び運搬具  255   254   

減価償却累計額  227 27  226 27  

(5) 工具器具及び備品  7,186   6,801   

減価償却累計額  6,283 902  5,872 928  

(6) 土地   13,561   13,559  

(7) 建設仮勘定   1,320   4,439  

有形固定資産合計   32,756 20.2  36,610 21.4 

２．無形固定資産        

(1) 特許実施権   128   90  

(2) 借地権   81   81  

(3) 施設利用権   21   17  

(4) ソフトウェア   352   609  

(5) その他   35   67  

無形固定資産合計   620 0.4  867 0.5 

 



  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   19,098   21,007  

(2) 関係会社株式   18,340   18,340  

(3) 関係会社出資金   3,039   6,691  

(4) 長期貸付金   711   779  

(5) 関係会社長期貸付金   2,219   2,363  

(6) 破産更生債権等   377   568  

(7) 前払年金費用   3,113   2,121  

(8) 長期性預金   2,000   2,700  

(9) その他   235   226  

 貸倒引当金   △298   △517  

投資その他の資産合計   48,836 30.0  54,282 31.7 

固定資産合計   82,212 50.6  91,760 53.6 

資産合計   162,493 100.0  171,329 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,050   1,050  

２．買掛金 ※１  5,742   6,155  

３．未払金   321   224  

４．未払費用   2,080   2,203  

５．未払法人税等   118   1,896  

６．前受金   0   13  

７．預り金   60   69  

８．前受収益   33   3  

９．賞与引当金   1,477   1,539  

10．設備未払金   －   3,049  

11．その他   913   593  

流動負債合計   11,798 7.3  16,799 9.8 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   2,105   2,934  

固定負債合計   2,105 1.3  2,934 1.7 

負債合計   13,903 8.6  19,733 11.5 

 



  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

金額 (百万円) 
構成比
(％) 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  22,558 13.9  22,558 13.2 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  21,594   21,594   

２．その他資本剰余金          

(1) 自己株式処分差益  0   0   

資本剰余金合計   21,594 13.3  21,594 12.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  2,275   2,275   

２．任意積立金        

(1) 特別償却準備金  83   33   

(2) 固定資産圧縮準備金  549   549   

(3) 別途積立金  99,700   99,700   

３．当期未処分利益  5,118   6,296   

利益剰余金合計   107,727 66.3  108,855 63.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,526 0.9  3,410 2.0 

Ⅴ 自己株式 ※３  △4,817 △3.0  △4,823 △2.8 

資本合計   148,589 91.4  151,595 88.5 

負債及び資本合計   162,493 100.0  171,329 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
百分比
(％) 

金額 (百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高 ※１ 58,067   58,919   

２．材料等売上高 ※１ 4,327   5,064   

３．その他 ※１ 592 62,987 100.0 569 64,553 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  1,658   1,890   

２．当期製品製造原価  28,292   29,642   

３．当期製品仕入高 ※１ 19,698   20,308   

合計  49,649   51,841   

４．製品期末たな卸高  1,890   2,083   

５．他勘定受入高  123   －   

６．他勘定振替高  －   23   

７．原材料評価損  3 47,887 76.0 9 49,744 77.1 

売上総利益   15,100 24.0  14,809 22.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃荷造費  1,018   1,015   

２．広告宣伝費  230   230   

３．貸倒引当金繰入額  1   105   

４．役員報酬  209   208   

５．給与手当  3,394   3,469   

６．退職給付費用  1,086   1,250   

７．福利厚生費  776   804   

８．賞与引当金繰入額  532   576   

９．旅費交通費  297   326   

10．通信費  110   97   

11．消耗品費  242   278   

12．租税公課  289   265   

13．減価償却費  447   504   

14．賃借料  282   300   

15．研究開発費 ※６ 1,759   1,599   

16．その他  1,625 12,305 19.6 1,600 12,633 19.5 

営業利益   2,794 4.4  2,175 3.4 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
百分比
(％) 

金額 (百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  110   239   

２．受取配当金 ※１ 1,634   1,220   

３．為替差益   215   818   

４．その他  620 2,581 4.1 770 3,048 4.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．貸与資産減価償却費  60   149   

２．貸倒引当金繰入額  121   121   

３．投資有価証券運用損  35   64   

４．固定資産解体撤去費用  －   54   

５．貯蔵品評価損  －   57   

６．その他  39 257 0.4 45 491 0.8 

経常利益   5,118 8.1  4,732 7.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 3   3   

２．投資有価証券売却益  73   161   

３．貸倒引当金戻入益  13   －   

４．その他   1 92 0.1 2 166 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 6   1   

２．固定資産廃棄損 ※４ 78   132   

３．減損損失 ※５ 1,002   －   

４．投資有価証券売却損  0   11   

５．投資有価証券評価損  563   62   

６．役員退職慰労金   －   91   

７．その他   47 1,698 2.6 1 300 0.5 

税引前当期純利益   3,512 5.6  4,598 7.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 37   2,048   

法人税、住民税及び事
業税還付額等 

 92   33   

法人税等調整額  1,829 1,774 2.8 △635 1,379 2.1 

当期純利益   1,738 2.8  3,218 5.0 

前期繰越利益   4,425   4,123  

中間配当額   1,045   1,045  

当期未処分利益   5,118   6,296  

        



製造原価明細書 

 (注) 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 
構成比 
(％) 

金額 (百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費  11,480 39.0 12,974 41.6 

Ⅱ 労務費  9,819 33.4 9,443 30.2 

Ⅲ 経費 ＊１ 8,136 27.6 8,805 28.2 

当期総製造費用  29,436 100.0 31,224 100.0 

仕掛品期首たな卸高  1,572  1,085  

合計  31,009  32,309  

仕掛品期末たな卸高  1,085  1,193  

他勘定振替高 ＊２ 1,630  1,473  

当期製品製造原価  28,292  29,642  

 前事業年度 当事業年度 

＊１．経費のうち主なもの 外注加工費     1,681百万円

減価償却費 1,719 

外注加工費      2,272百万円

減価償却費 1,824 

＊２．他勘定振替高の主な内容   自社製工作機械の有形固定資産へ
の振替によるものであります。 

同左 

 ３．原価計算の方法   主として標準原価による工程別総
合原価計算を採用し、一部単純総合
原価計算を併用しております。 
  なお、期末において原価差額を売
上原価と期末たな卸資産に配賦して
実際原価に調整しております。 

同左 



③【利益処分計算書】 

  (注) １．特別償却準備金は、租税特別措置法に基づくものであります。 

なお、取崩額は税効果相当額を控除しております。 

２．当事業年度については、平成17年12月５日に１株につき23円、総額1,045百万円の中間配当を実施しており

ます。 

  
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額 (百万円) 金額 (百万円) 

(当期未処分利益の処分)        

Ⅰ 当期未処分利益   5,118  6,296 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

  特別償却準備金取崩額  49 49 23 23 

合計   5,168  6,320 

Ⅲ 利益処分額      

  配当金  1,045 1,045 1,044 1,044 

Ⅳ 次期繰越利益   4,123  5,275 

      

(その他資本剰余金の処分)        

Ⅰ その他資本剰余金   0  0 

 Ⅱ その他資本剰余金次期繰越
額 

  0  0 

      



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

(1) デリバティブ 

  時価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

(1) デリバティブ 

同左 

(2) 運用目的の金銭の信託 

  時価法 

(2) 運用目的の金銭の信託 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品 

総平均法による原価法 

 (一部先入先出法による原価法) 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品 

同左 

(2) 原材料 

移動平均法による低価法 

(2) 原材料 

同左 

(3) 仕掛品 

総平均法による原価法 

(3) 仕掛品 

同左 

(4) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(4) 貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 建物および金型部品用精密加工機械装置につい

ては定額法、それ以外の有形固定資産については

定率法によっております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 建物および金型部品用精密加工機械装置につい

ては定額法、それ以外の有形固定資産については

定率法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 15年～31年

機械及び装置 ５年～10年

建物及び構築物 15年～31年

機械及び装置 ５年～10年

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(主に５年)に基づく定額

法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建預金および外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益

として処理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、当期末においては、年金資産見込額が退

職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しているため、当該超過額を前払

年金費用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数(10年)による定額

法により、その発生期の翌期から費用処理するこ

ととしております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、当事業年度末においては、年金資産見込

額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差

異を加減した額を超過しているため、当該超過額

を前払年金費用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

７．リース取引の処理方法 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理をしております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建預金および外貨建金銭債権債

務 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

 内部管理規定に基づき、為替変動リスクをヘッ

ジしております。ヘッジは外貨建預金および外貨

建金銭債権債務の残高の範囲以内とし、原則とし

て一年を超える長期ヘッジはしない方針でありま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時およ

びその後も継続して、相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))および「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)が、平成16年３月31日に終了する年度から適用

できることになったことに伴い、当期から同会計基準お

よび同適用指針を適用しております。これにより、税引

前当期純利益は1,002百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 貸借対照表上、前期において無形固定資産の「その

他」に含めておりましたソフトウェアは、金額的重要性

が高くなったため、当期より独立掲記しております。な

お、前期の無形固定資産の「その他」に含まれるソフト

ウェアの金額は268百万円であります。 

 貸借対照表上、前事業年度において、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりました「設備未払金」は、

当事業年度において、負債及び資本合計の100分の１を超

えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の流動負債の「その他」に含まれる

「設備未払金」の金額は738百万円であります。 

 損益計算書上、前期において営業外費用の「その他」

に含めておりました貸与資産減価償却費は、営業外費用

の10/100を超えたため、当期より独立掲記しておりま

す。なお、前期の営業外費用の「その他」に含まれる貸

与資産減価償却費の金額は8百万円であります。 

 損益計算書上、前事業年度において、営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりました「固定資産解体

撤去費用」は、当事業年度において、営業外費用の100分

の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれ

る「固定資産解体撤去費用」の金額は１百万円でありま

す。 

 損益計算書上、前期において独立掲記しておりました

営業外費用の「信託手数料」(当期6百万円)は、金額的重

要性が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。 

────── 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６月９

日法律第97号)により、投資事業有限責任組合等への出資

が証券取引法第２条第２項に追加され、有価証券とみな

されたことに伴い、当期から貸借対照表において、投資

その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当期の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は1,327百万円であり、前期の投資その他の資産の「そ

の他」に含まれる当該出資の額は1,499百万円でありま

す。 

 ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社項目 

関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ 

れたもののほか次のものがあります。 

※１．関係会社項目 

関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

科目 金額(百万円) 

売掛金 7,801 

買掛金 1,662 

科目 金額(百万円) 

売掛金    7,909 

買掛金   2,041 

※２．株式の状況 ※２．株式の状況 

授権株式数    普通株式 196,099,900株 授権株式数    普通株式 196,099,900株

ただし定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。 

発行済株式総数  普通株式 47,386,739株

発行済株式総数  普通株式 47,386,739株  

※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,950,178株であります。 

※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,952,446株であります。 

 ４．偶発債務 

(1) 関係会社の金融機関からの借入金に対する保証 

  世進電子株式会社        400百万円 

(2) 取引先のリース債務に対する保証 

  株式会社松栄工機        338百万円 

(3) 従業員の住宅資金借入金に対する保証 

3百万円 

 ４．偶発債務 

(1) 関係会社の金融機関からの借入に対する保証 

  世進電子株式会社        400百万円 

(2) 取引先のリース債務に対する保証 

  株式会社松栄工機        285百万円 

(3) 従業員の住宅資金借入に対する保証 

2百万円 

 ５．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価 

  を付したことにより増加した純資産額は1,526百万 

  円であります。 

 ５．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価 

  を付したことにより増加した純資産額は3,410百万 

  円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社に対する事項 ※１．関係会社に対する事項 

科目 金額(百万円) 

製品売上高 16,155 

材料等売上高 4,327 

その他売上高 526 

当期製品仕入高 14,720 

受取配当金 1,525 

科目 金額(百万円) 

製品売上高 15,015 

材料等売上高 5,064 

その他売上高 515 

当期製品仕入高 15,742 

受取配当金 1,050 

関係会社への材料等売上高は、主として台湾双葉

電子股份有限公司、フタバ・コーポレーション・オ

ブ・ザ・フィリピンへの材料等の売上額であり、関

係会社からの当期製品仕入高は、主として当該２社

で製造した製品の仕入額であります。 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※２．固定資産売却益の内容 ※２．固定資産売却益の内容 

機械及び装置 1百万円

工具器具及び備品 1 

合計 3 

機械及び装置 1百万円

工具器具及び備品 1 

合計 3 

※３．固定資産売却損の内容 ※３．固定資産売却損の内容 

機械及び装置 6百万円

工具器具及び備品 0 

合計 6 

機械及び装置  0百万円

工具器具及び備品 1 

合計 1 

※４．固定資産廃棄損の内容 ※４．固定資産廃棄損の内容 

建物  2百万円

構築物 0 

機械及び装置 53 

工具器具及び備品 19 

車輌及び運搬具 0 

ソフトウェア 1 

合計 78 

建物  17百万円

構築物 0 

機械及び装置 82 

工具器具及び備品 29 

車輌及び運搬具 0 

ソフトウェア 1 

合計 132 

※５．減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

 当社は、損益管理を合理的に行える管理会計上の

区分によって資産グルーピングを行っております。

なお、遊休資産については、物件単位によって資産

グルーピングを行っております。 

 千葉県に保有する遊休不動産において、市場価格

が帳簿価額より下落していることにより帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額1,002百万円

を減損損失として特別損失に計上しました。その内

訳は、土地812百万円、建物189百万円であります。

 なお、これらの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、固定資産税評価額を基礎として評

価しております。 

場所 用途 種類 

千葉県八日市場市

及び長生郡他 

遊休 

不動産  

土地及び 

建物  

※５．       ────── 

  

  

※６．研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

        3,533百万円 

※６．研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

3,319百万円 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

449 164 284 

車輌及び運搬
具 

4 1 2 

合計 453 166 287 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

551 229 321 

車輌及び運搬
具 

7 3 4 

合計 558 232 326 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有 

   形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

   支払利子込み法により算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有 

   形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

   支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 167百万円

１年超 670 

合計 837 

１年以内   198百万円

１年超 622 

合計 820 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース 

    料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割 

    合が低いため、支払利子込み法により算定しており 

    ます。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース 

   料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割 

   合が低いため、支払利子込み法により算定しており 

   ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91 

支払リース料   100百万円

減価償却費相当額 100 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



（有価証券関係） 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成

18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2)貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

(2)貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

16 1 14 

機械及び装置 447 24 423 

合計 464 25 438 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

16 3 12 

機械及び装置 568 105 463 

合計 584 109 475 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 上記金額には、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額553百万円(１年以内85

百万円、１年超467百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむね同一の条

件で第三者にリースしていますのでほぼ同額の残高

が上記の(1)借主側②未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 152百万円

１年超 842 

合計 994 

(注) 上記金額には、転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額497百万円(１年以内90

百万円、１年超406百万円)が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引額はおおむね同一の条

件で第三者にリースしていますのでほぼ同額の残高

が上記の(1)借主側②未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内   174百万円

１年超 801 

合計 975 

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 25百万円

減価償却費 25 

受取リース料   84百万円

減価償却費 83 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(百万円) (百万円) 

(1) 流動の部 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 664

たな卸資産未実現利益・評価減 90

減価償却損金算入限度超過額 161

その他 53

繰延税金資産合計 970

繰延税金負債  

特別償却準備金 △15

その他 △1

繰延税金負債合計 △17

繰延税金資産の純額 952

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 693

たな卸資産未実現利益・評価減 100

減価償却損金算入限度超過額 160

未払事業税額 207

その他 7

繰延税金資産合計 1,169

繰延税金負債  

特別償却準備金 △6

その他 △0

繰延税金負債合計  △6

繰延税金資産の純額 1,163

(2) 固定の部 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

有価証券評価損 268

減価償却損金算入限度超過額 370

貸倒引当金損金算入限度超過額 113

固定資産減損額否認 398

その他 102

繰延税金資産小計 1,253

評価性引当額 △726

繰延税金資産合計 527

繰延税金負債  

固定資産圧縮準備金 △365

特別償却準備金 △6

前払年金費用 △1,244

その他有価証券評価差額金 △1,015

繰延税金負債合計 △2,632

繰延税金負債の純額 △2,105

  

繰延税金資産  

有価証券評価損 302

減価償却損金算入限度超過額 359

貸倒引当金損金算入限度超過額 370

固定資産減損額否認 394

その他 120

繰延税金資産小計 1,547

評価性引当額 △997

繰延税金資産合計 549

繰延税金負債  

固定資産圧縮準備金  △365

特別償却準備金 △0

前払年金費用 △847

その他有価証券評価差額金 △2,269

繰延税金負債合計 △3,483

繰延税金負債の純額 △2,934

  

 



（１株当たり情報） 

 (注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

(％) (％) 

法定実効税率 39.96

 (調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
0.99

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△1.58

住民税均等割 1.07

外国税額等の税額控除 △9.42

試験研究費等の特別税額控除 △0.36

繰延税金資産に係る評価性引当額 18.83

その他 1.03

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.52

法定実効税率 39.96

 (調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
0.69

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△1.52

住民税均等割 0.82

外国税額等の税額控除 △3.07

試験研究費等の特別税額控除 △11.63

繰延税金資産に係る評価性引当額 5.91

その他 △1.16

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.00

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    3,270円26銭 

１株当たり当期純利益金額   38円25銭 

１株当たり純資産額    3,336円60銭 

１株当たり当期純利益金額     70円84銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益(百万円) 1,738 3,218 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,738 3,218 

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,438 45,435 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社千葉銀行 3,639,423 3,810 

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ 
1,059 1,906 

シャープ株式会社 255,742 533 

ローム株式会社 39,958 497 

ライトディスプレイ・コーポレーショ

ン 
12,200,000 474 

ソニー株式会社 44,608 243 

グローリー工業株式会社 74,000 188 

株式会社牧野フライス製作所 100,223 148 

東光株式会社 215,000 100 

株式会社リコー 43,488 100 

その他(55銘柄) 1,237,788 1,249 

小計 17,851,289 9,252 

計 17,851,289 9,252 

銘柄 券面総額(百万円) 
貸借対照表計上額 
(百万円) 

有価証券 
その他有

価証券 

普通社債３銘柄 500 501 

小計 500 501 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社千葉銀行第１回社債(劣後特

約付) 
2,000 2,012 

普通社債７銘柄 800 797 

外国債券７銘柄 1,318 1,220 

小計 4,118 4,031 

計 4,618 4,532 



【その他】 

種類及び銘柄 
投資口数等 
(百万口) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

有価証券 
その他有

価証券 

マネー・マネージメント・ファンド１

銘柄 
352 352 

小計 352 352 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

証券投資信託受益証券(22銘柄) 3,032 5,930 

優先出資証券１銘柄 0 500 

投資事業有限責任組合等への出資 0 1,293 

小計 3,032 7,723 

計 3,384 8,076 



【有形固定資産等明細表】 

  (注) １．無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減

少額」の記載を省略しております。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

      ※ＦＥＤ…フィールド・エミッション・ディスプレイ 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 
計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 
(百万円) 

有形固定資産        

建物 25,793 974 96 26,671 16,777 541 9,893 

構築物 3,228 205 6 3,427 2,610 69 816 

機械及び装置 35,750 1,728 2,053 35,425 28,479 1,416 6,945 

車輌及び運搬具 255 9 9 254 226 8 27 

工具器具及び備品 7,186 435 820 6,801 5,872 357 928 

土地 13,561 － 2 13,559 － － 13,559 

建設仮勘定 1,320 6,003 2,885 4,439 － － 4,439 

有形固定資産計 87,097 9,356 5,875 90,578 53,967 2,394 36,610 

無形固定資産        

特許実施権 － － － 566 475 37 90 

借地権 － － － 81 － － 81 

施設利用権 － － － 162 144 4 17 

ソフトウェア － － － 1,245 635 176 609 

その他 － － － 127 59 6 67 

無形固定資産計 － － － 2,183 1,316 224 867 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 ＦＥＤ製造工場用建物等 746百万円

構築物 ＦＥＤ製造工場用構築物 195   

機械及び装置 ＦＥＤ製造設備 561 

 金型用部品製造設備 520 

建設仮勘定 ＦＥＤ製造設備等 5,212 

 金型用部品製造設備等 541 

機械及び装置 蛍光表示管製造設備 1,708百万円

 金型用部品製造設備 218 



【資本金等明細表】 

 (注) １．当期末における自己株式数は1,952,446株であります。 

２．自己株式処分差益の増加は、自己株式の処分によるものであります。 

３．特別償却準備金の減少は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 (注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 22,558 － － 22,558 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (47,386,739) (－) (－) (47,386,739) 

普通株式 (百万円) 22,558 － － 22,558 

計 (株) (47,386,739)  (－)  (－) (47,386,739) 

計 (百万円) 22,558 － － 22,558 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

 (資本準備金)      

株式払込剰余金 (百万円) 21,594 － － 21,594 

 (その他資本剰余金)      

自己株式処分差益(注)２ (百万円) 0 0 － 0 

計 (百万円) 21,594 0 － 21,594 

利益準備金及

び任意積立金 

 (利益準備金) (百万円) 2,275 － － 2,275 

 (任意積立金)      

特別償却準備金(注)３ (百万円) 83 － 49 33 

固定資産圧縮準備金 (百万円) 549 － － 549 

別途積立金 (百万円) 99,700 － － 99,700 

計 (百万円) 102,608 － 49 102,558 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 328 548 8 320 548 

賞与引当金 1,477 1,539 1,477 － 1,539 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末(平成18年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

①現金及び預金 

②受取手形 

相手先別内訳 

決済期日別内訳 

区分 金額(百万円) 

現金 8 

預金  

当座預金 16 

普通預金 4,676 

定期預金 34,000 

外貨普通預金 2,855 

外貨定期預金 1,703 

小計 43,250 

合計 43,259 

相手先 金額(百万円) 

オカダインダストリ株式会社 186 

株式会社ラプラス 173 

リズム時計工業株式会社 157 

株式会社長谷川ハガネ店 154 

サムタク株式会社 144 

その他 5,881 

合計 6,698 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月満期 2,156 

平成18年５月満期 1,822 

平成18年６月満期 1,526 

平成18年７月満期 980 

平成18年８月以降満期 212 

合計 6,698 



③売掛金 

相手先別内訳 

 (注) 相手先の※は関係会社であります。 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 (注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生額」には消費税が含まれております。 

④棚卸資産 

製品 

原材料 

相手先 金額(百万円) 

※フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカ 3,961 

※フタバ(ヨーロッパ)ゲー・エム・ベー・ハー 1,092 

ホビコ・インコーポレーテッド 993 

※台湾双葉電子股份有限公司 886 

※富得巴(香港)有限公司 570 

その他 10,074 

合計 17,579 

期首残高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

当期回収高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

×100
(A)＋(B)

((A)＋(D))÷２ 
×365

(B) 

16,520 66,534 65,475 17,579 78.8 94 

品目 金額(百万円) 

電子部品部門(蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍

光発光プリントヘッド、フィールド・エミッション・

ディスプレイ) 

487 

精機部門(プレス金型用部品、モールド金型用部品、プ

レシジョンプレート、省力機器) 
1,204 

電子機器部門(ラジコン機器、ロボット用機能部品) 391 

合計 2,083 

品目 金額(百万円) 

電子部品部門(蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍

光発光プリントヘッド、フィールド・エミッション・

ディスプレイ) 

624 

精機部門(プレス金型用部品、モールド金型用部品、プ

レシジョンプレート、省力機器) 
277 

電子機器部門(ラジコン機器、ロボット用機能部品) 151 

合計 1,054 



仕掛品 

貯蔵品 

 消耗品及び梱包材料等716百万円であります。 

⑤関係会社株式 

 (注) 関係会社株式は、全て非上場株式であります。 

品目 金額(百万円) 

電子部品部門(蛍光表示管、蛍光表示管モジュール、蛍

光発光プリントヘッド、フィールド・エミッション・

ディスプレイ) 

445 

精機部門(プレス金型用部品、モールド金型用部品、プ

レシジョンプレート、省力機器) 
685 

電子機器部門(ラジコン機器、ロボット用機能部品) 61 

合計 1,193 

 銘柄 金額(百万円) 

子会社株式 

双葉鋳造株式会社 10 

フタバ産業株式会社 10 

フタバビジネスシステム株式会社 20 

小川精機株式会社 2,931 

台湾双葉電子股份有限公司 6,983 

韓国双葉精密工業株式会社 734 

富得巴(香港)有限公司 789 

双葉開発科技股份有限公司 0 

フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカ 1,429 

フタバデンシ・コーポレーション(シンガポール)プライベート・リミ

テッド 
78 

フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピン 3,181 

フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー(タイランド)リミテッド 249 

世進電子株式会社 1,258 

起信精機株式会社 612 

エフエイチピー・コーポレーション 51 

 
合計 18,340 



⑥支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

⑦買掛金 

 (注) 相手先の※は関係会社であります。 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円) 

大日本印刷株式会社 157 

日本電素工業株式会社 156 

株式会社リョーサン 107 

新光商事株式会社 88 

株式会社トムキ 44 

その他 496 

合計 1,050 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月満期 277 

平成18年５月満期 275 

平成18年６月満期 235 

平成18年７月満期 261 

平成18年８月以降満期 － 

合計 1,050 

相手先 金額(百万円) 

※台湾双葉電子股份有限公司 1,491 

日立金属工具鋼株式会社 353 

株式会社ユニオンプレート 267 

シバタ精機株式会社 214 

神鋼商事株式会社 200 

その他 3,626 

合計 6,155 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注) 電子公告は当社のホームページ(http://www.futaba.co.jp/)に掲載しております。ただし、やむを得ない事由に

より電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載致します。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、100株券、100株券未満の端数を表示する株券 
証券保管振替機構名義の株式は上記以外の株数を表示する株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚に付50円に印紙税相当額を加算した額 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告 (注) 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

     当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度(第62期) (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 (2) 半期報告書 

  (第63期中) (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年12月16日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

   平成17年６月29日 

双葉電子工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、双葉

電子工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成18年６月29日 

双葉電子工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、双葉

電子工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「４．営業費用の配分方法の変更」に記載されているとおり、会

社は当連結会計年度より提出会社の共通費用の配分方法を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成17年６月29日 

双葉電子工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、双葉電子

工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成18年６月29日 

双葉電子工業株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 陸田 雅彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている双葉電

子工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、双葉電子

工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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